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方針１．男女共同参画への意識づくり

(1)男女共同参画に関する情報の発信・効果的な広報活動等の推進

①多様な媒体を通じた広報・啓発活動

②男女共同参画週間等の機会を通じた啓発

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

広報誌やホームページ等の様々な媒体を通じて、男女共同参画の重要性及び必要性について、広報・啓

発を行います。また、男女共同参画についての情報誌発刊を図ります。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・第二次南風原町男女共同参画計画(まじゅん

プラン改訂版)及び概要版をホームページに

掲載しています。また、南風原町男女共同参

画推進会議の議事録も掲載し、町民へ広報・

啓発を行いました。

◎男女共同参画推進会議の内容をホームペー

ジで随時発信し、関係団体による男女共同参

画に関するセミナーや講演会などの情報も

広報します。

◎従来の広報誌・ホームページでの公開など不

特定多数の人への広報・啓発のみならず、区

長会や女性団体等交流会など団体への直接

的な広報・啓発も行います。

Ｂ

Ｒ１

・第二次南風原町男女共同参画計画(まじゅん

プラン改訂版)及び概要版をホームページに

掲載しています。また、南風原町男女共同参

画推進会議の会議資料を掲載し、町民へ広

報・啓発を行いました。

Ｂ

Ｒ２

・第二次南風原町男女共同参画計画(まじゅん

プラン改訂版)及び概要版をホームページに

掲載しました。また、令和２年度第１回南風

原町男女共同参画推進会議の会議資料を掲

載し、町民へ広報・啓発活動を行いました。

・男女共同参画週間のパネル展の開催について

ホームページに掲載して、週間についての広

報・啓発活動を行いました。

・ホームページに計画や取り組み状況を掲載す

ることにより、ホームページを閲覧した町民

等が本町の男女共同参画の取り組みや進捗

状況を知ることができた。

また、男女共同参画週間について、情報を発

信したことにより、男女共同参画について考

える機会を作ることができた。

●他の広報媒体を活用して周知ができるか検

討する必要がある。

◎町公式のＬＩＮＥへ掲載するなどの方法を

検討している。
Ｂ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

男女共同参画週間(毎年 6 月 23～29 日)に合わせ、広報誌での特集を組むとともに、役場ロビーにおい

て男女共同参画パネル展・女性団体活動展の継続開催を図り、男女共同参画に関する意識啓発を図りま

す。また、各字公民館や大型商業施設等といった町民が日常的に利用する施設や、町内での各種イベン

ト機会を活用し、男女共同参画パネル展等の実施を図ります。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・男女共同参画週間(6/23～6/29)には町民ホー

ル、ちむぐくる館、町立図書館や大型商業施

設(イオン南風原店)の「南風原ギャラリー」

にてパネル展や関連書籍のコーナーを設

置・開催しました。また、兼城交差点の電光

掲示板や広報誌も活用し、男女共同参画の重

要性・必要性について広報・啓発を行いまし

た。

◎引き続き、男女共同参画週間には「町民ホー

ル」や「南風原ギャラリー」にてパネル展を

開催し、男女共同参画の重要性・必要性につ

いて広報・啓発を行います。また、その様子

を広報誌やホームページ、電光掲示板にて掲

載するとともに、町立図書館等において、男

女共同参画に関する書籍コーナーなどを設

置します。

◎「町民ホール」や「南風原ギャラリー」以外

のパネル展開催場所を検討するとともに、従

Ｂ
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③第二次男女共同参画計画の周知

来の広報誌・ホームページでの公開のみなら

ず、新たな媒体(ＳＮＳなど)の活用も検討し

ます。

Ｒ１

・男女共同参画週間(6/23～6/29)に町民ホー

ル、ちむぐくる館、町立図書館や大型商業施

設(イオン南風原)の｢南風原ギャラリー」に

てパネル展や関連書籍のコーナーを設置・開

催しました。また、広報誌を活用し、男女共

同参画の重要性・必要性について広報・啓発

を行いました。

◎引き続き、男女共同参画週間には「町民ホー

ル」や「南風原ギャラリー」にてパネル展を

開催し、男女共同参画の重要性・必要性につ

いて広報・啓発を行います。また、その様子

を広報誌やホームページにて掲載するとと

もに、町立図書館等において、男女共同参画

に関する書籍コーナーなどを設置します。

◎「町民ホール」や「南風原ギャラリー」以外

のパネル展開催場所を検討するとともに、従

来の広報誌・ホームページでの公開のみなら

ず、新たな媒体(ＳＮＳなど)の活用も検討し

ます。

Ｂ

Ｒ２

・男女共同参画週間(6/23～6/29)の期間に町民

ホール、町立図書館にてパネル展や関連書籍

のコーナーを設置・開催した。ちむぐくる館

については他業務との兼ね合いもあり、町立

図書館のロビーを使ってパネル展を開催し

た。大型商業施設(イオン南風原)について

は、改装中のため、今回は実施できなかった。

・今回はちむぐくる館の代わりに町立中央公民

館のロビーを活用することができたので、次

回以降は、ちむぐくる館とあわせて町立中央

公民館でも開催していく。

●大型商業施設については、イオン南風原だけ

での開催のみととなっている。

◎日常的に使用されている他の商業施設や各

字公民館で開催する。
Ｂ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

第二次男女共同参画計画の周知を図るため、ダイジェスト版の作成を検討していきます。また、男女共

同参画をテーマにしたフェスティバル等の開催を図り、町民との協働により、男女共同参画の考え方え

をわかりやすく伝えるための寸劇の実施や男女共同参画に関する標語・ポスターの募集・発表などを行

うなど、第二次男女共同参画計画の周知徹底を行います。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・男女共同参画週間においてダイジェスト版の

漫画を展示しました。また、町ホームページ

にてまじゅんプラン及びダイジェスト版を

公開しました。

◎引き続き町ホームページにてまじゅんプラ

ン及びダイジェスト版を公開しつつ、町職員

への普及啓発を図るため、男女共同参画推進

本部会議や、男女共同参画に関する職員研修

を実施します。

◎町民への周知はもちろん重要であるが、まじ

ゅんプラン策定後に採用された職員も多く、

計画を知らない職員への周知・啓発を行いま

す。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２

・男女共同参画週間において、まじゅんプラン

のダイジェスト版で作成している漫画を掲

示しました。

また、町ホームページにもまじゅんプラン及

びまじゅんプランのダイジェスト版を公開

しました。

・男女共同参画週間にあわせて男女共同参画計

画についても掲示できたので、来庁された町

民に周知を図ることができた。

●他に様々な広報媒体や機会を活用して周知

◎町公式のＬＩＮＥへ掲載するなどの方法を

検討している。
Ｂ
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④男女共同参画推進会議の充実

⑤｢まじゅんプラン｣推進に向けた町民組織の育成支援・連携体制の充実

ができるか検討する必要がある。

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

男女共同参画に向けた効果的・具体的な取り組みの提言を行う組織として男女共同参画推進会議の継続

実施・充実を図ります。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・平成 30 年４月に第一回男女共同参画推進会

議を開催し第二次男女共同参画計画(まじゅ

んプラン)の見直しについて議論をしまし

た。また、９月に第二回男女共同参画推進会

議を開催し、平成 29 年度の事業進捗状況の

確認について議論しました。

◎12 月頃に男女共同参画推進会議を開催する

予定で、平成 30 年度事業の進捗状況につい

て意見・提案について議論をします。

◎12 月頃には推進会議を開催し、事業進捗状況

の確認を年度の早い段階で行います。

Ａ

Ｒ１

・令和元年 11 月に第一回男女共同参画推進会

議を開催し第二次男女共同参画計画(まじゅ

んプラン)の平成 30 年度における事業の進捗

状況について議論をしました。

◎11 月頃に男女共同参画推進会議を開催する

予定で、令和元年度事業の進捗状況について

意見・提案について議論をします。

◎11 月頃には推進会議を開催し、事業進捗状況

の確認を行います。

Ａ

Ｒ２

・令和３年１月に第 1 回男女共同参画推進会議

を開催し、まじゅんプランの令和元年度にお

ける事業の進捗状況について報告しました。

・コロナ禍ではあったが、委員の方々を集めて

会議を開催し各委員から貴重な意見を得る

ことができた。

●令和元年度の事業の進捗状況を報告するこ

とはできたが、その他に情報共有することが

できなかったため、次回の会議では進捗状況

だけでなく、その他にも共有できるものを検

討する。

◎世界や国、県で実施されている男女共同参画

に関する情報を把握しておく。
Ａ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

地域や職域等で男女共同参画や、人権問題等に関する調査、研究などの取組みを行う団体の育成を支援

します。併せて、各施策の推進をそうした団体と協働で行えるよう、連携・支援体制の構築に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・12 月に女性団体等交流会を開催し、各女性団

体間の交流及び意見交換を図りました。内容

として、沖縄県女性海外セミナーに参加した

方による研修報告、ＬＧＢＴ等性の多様性に

ついて町職員による説明会を行い、町内女性

団体の代表者の方との情報共有も行いまし

た。

◎引き続き女性団体等交流会を開催するとと

もに、那覇人権啓発活動地域ネットワーク協

議会に参加し、人権擁護委員との連携を図り

ます。

Ａ

Ｒ１
・２月頃に女性団体等交流会の開催をする準備

をしていたが、コロナウイルスの影響によ

り、開催ができませんでした。

◎女性団体等交流会を開催し、各女性団体の交

流を活性化させるとともに、那覇人権啓発活

動地域ネットワーク協議会に参加し、人権擁

護委員との連携を図ります。

Ｄ

Ｒ２

・新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣

言等により女性団体等交流会を開催するこ

とができませんでした。

●各女性団体の連携ができるように会議が開

催できるように検討していく。

◎対面形式の会議だけでなく、Ｗｅｂ会議等が

できないか検討していく。
Ｄ



4

⑥庁内推進体制の整備

⑦男女共同参画条例の制定

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

全庁的に男女共同参画を推進していくため、庁内の推進本部会議の定期的な開催を行うとともに、職員

研修の機会を通し、本計画の職員への周知を図ります。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・男女共同参画推進本部会議を７月に開催しま

した。

・平成 29 年度事業の進捗状況及びまじゅんプ

ランの中間見直しの内容について確認しま

した。

また、11 月には町職員及び関係者向けの研修

会を開催し、職員への周知を図りました。

◎10 月頃に推進本部会議を開催し、平成 30 年

度事業の進捗状況を確認します。

また、職員研修については引き続き開催を予

定します。

Ａ

Ｒ１

・男女共同参画推進本部会議を 11 月に開催し、

平成 30 年度事業の進捗状況について確認し

ました。

また、11 月には町職員及び関係者向けの研修

会を開催し、職員への周知を図りました。

◎11 月頃に推進本部会議を開催し、令和元年度

事業の進捗状況を確認します。

また、職員研修については引き続き開催を予

定します。

Ａ

Ｒ２

・男女共同参画推進本部会議を令和２年 11 月

に開催し、令和元年度事業の進捗状況につい

て確認しました。

・事業の進捗状況を報告することにより、男女

共同参画について全庁的な把握をすること

ができた。

●一昨年までは職員向けの研修を行っていた

が、緊急事態宣言中であったため、研修を行

う事ができなかった。

◎一斉に集める研修だけでなく、他の機関が開

催している研修等があれば、積極的に情報を

共有していき、職員の研修ができる環境を整

えていく。

Ａ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

男女共同参画社会を実現するため、町民の共通の目標となる「南風原町男女共同参画条例(仮称)」の制

定を目指します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・県内他市町村の条例制定状況及び、男女共同

参画計画の策定状況について調査しました。

条例制定済み市町村：15

計画策定済み市町村：19

（平成 30 年４月１日時点） ◎条例制定に向け、先進市町村の事例など情報

収集を行います。

Ｃ

Ｒ１

・県内他市町村の条例制定状況及び、男女共同

参画計画の策定状況について調査しました。

条例制定済み市町村：15

計画策定済み市町村：17

（平成 31 年４月１日時点）

Ｃ

Ｒ２

・県内他市町村の条例制定状況及び男女共同参

画計画の策定状況について調査しました。ま

た、他市町村の条例について情報収集を行

い、条例制定に向けて準備を行いました。

条例制定済み市町村：15

計画策定済み市町村：17

（令和２年４月１日時点）

・条例制定に向けて先進市町村の事例などの情

報収集を行う事ができた。

◎条例を審議する時までには、各種団体との意

見交換を行えるように検討する。
Ｃ
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⑧女性問題解決のための国内外の情報の収集・提供

⑨男女共同参画に関する実態の把握

●条例制定に向けて、男女共同参画推進会議の

委員や女性団体等交流会のメンバーとの意

見交換を行うことができなかった。

担当課 企画財政課

取り組み

の内容
様々な女性問題の解決のため国内外の先進事例等の情報を収集し、住民に提供します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・男女共同参画週間(6/23～6/29)に「町民ホー

ル」においてパネル展を開催し、国内外の先

進事例についても広報・啓発を行いました。

◎国内外の先進事例等の情報収集に努め、町民

に情報提供します。

◎国や県が発刊する広報誌などを活用し、情報

提供に努めます。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・男女共同参画週間(6/23～6/29)において、パ

ネル展を開催し、国内の事例について広報・

啓発活動を行いました。

・ＤＶについての具体的な事例をパネル展示す

ることにより、ＤＶの事例について女性相談

や男性相談についてのパネルも展示するこ

とができた。また、県内の相談窓口の一覧も

展示しており、広く町民に広報・啓発活動を

することができた。

●町民が興味を持つように写真や絵でわかり

やすいような展示ができるように検討する

必要がある。

◎沖縄県男女共同参画センター(てぃるる)と

調整をして新たな展示資料がないか模索す

る。

Ｂ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

男女共同参画に関する各種意識調査等を町民や職員に必要に応じて実施し、社会の変化や実態を把握

し、その結果が反映されるよう施策します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・意識調査は実施できておりませんが、こども

課の母子相談窓口や社会福祉協議会の実施

するふれあい相談の担当者からヒアリング

を行い、南風原町の相談内容の実態把握を行

いました。

◎必要に応じて各種意識調査等を行います。

◎新しく計画を策定する際には、アンケート調

査等を実施して、現状把握に努めます。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・令和２年度は意識調査を実施しませんでした

が、要保護児童等対策地域協議会等で関係各

機関からの情報を共有することで、南風原町

内であった相談内容の実態把握を行いまし

た。

・若年世帯の問題などについて、各専門の委員

の方の意見を聞くことができた。

●意識調査を実施できていないため、町民の男

女共同参画に関する意識調査を把握できて

いない。

◎令和３年度に町民への意識調査を実施する。 Ｂ
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(2)固定的な役割分担意識の変革

①固定的な性別役割分担を意識させない教育の推進

②学校教育でのジェンダー平等についての学習機会の充実

担当課 こども課

取り組み

の内容

子どもの成長・価値観の形成に大きな影響を与える幼児期において、家庭との連携のもと、保育所や幼

稚園で固定的な性別役割分担意識を植え付けない教育を推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・男女平等の意識をつけるため、保育士におい

て、男女とも「さん付け」で呼ぶことや、整

列の際にも男女混合にしています。

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎今後もこれまで通り実施します。
Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ。

◎今後もこれまで通り実施します。
Ａ

Ｒ２

・男女平等の意識をつけるため、保育士におい

て、男女とも「さん付け」で呼ぶことや、整

列の際にも男女混合にしています。

・保育士への男女平等の意識をつける事につな

がる

●取り組みの周知を図ること

◎引き続き、園だより等で取り組みの周知を図

る
Ａ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

子どもの成長・価値観の形成に大きな影響を与える幼児期において、家庭との連携のもと、保育所や幼

稚園で固定的な性別役割分担意識を植え付けない教育を推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・幼稚園では名前を呼ぶときは‘○○さん’で

統一して男女分けしていません。また、ゴム

ぞうりも男女で色分けせず、クラス単位で色

分けしています。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１ ◎令和元年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ２

・幼稚園では園児の呼名の際には、「○○さん」

で統一して男女で区別はしていない。園庭等

で使用するゴムぞうりの色分けについても、

男女別ではなく、クラス単位の色分けにして

いる。

・日常的な取り組みの成果もあり、各種の活動

場面においても男女区別なく実施できた。

◎引き続き、固定的な性別役割分担意識を植え

付けない教育を推進する。
Ａ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

道徳の時間や総合的な学習の時間等、あらゆる場面を通し、固定的な性別役割分担意識を植え付けない

男女平等学習や男女を問わずＬＧＢＴ等、性の多様性について、配慮が必要であることを理解するため

のジェンダー教育を含めた人権教育を推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・各学校において道徳教育推進教師、人権教育

担当が計画的に推進しています。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ。

◎各学校において道徳教育推進教師、人権教育

担当が中心となり、計画的に推進していく

Ａ

Ｒ２

・幼稚園、小中学校における男女混合名簿の完

全実施。（中学校においては令和２年度から

完全導入）

・学校において児童生徒対象や教職員を対象と

した、ＬＧＢＴの理解や性の多様性を学ぶ講

演会や学習会(道徳や特別活動など)を実施。

◎引き続き、ジェンダー教育やＬＧＢＴを含め

た性の多様性に係る学習を推進する。
Ａ
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③男女混合名簿の導入

④主体的な進路選択を支えるキャリア教育の推進

・中学校においては「制服選択制」を実施。（令

和３年度より）

・ＳＤＧｓと関連させながらジェンダー平等に

ついて学習を行う。

・各学校において、道徳教育推進教師や人権教

育担当者が各学校の児童生徒の実態に応じ

た人権教育に係る取組が推進できた。

・中学校の各種取組の推進にあたっては、生徒

会活動や生徒の意見を取り入れるのなど、生

徒自身に自分事として考えさせることがで

きた。

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

学校現場などでの先進事例の収集・調査や、校長・教頭連絡会や教職員研修会での提案などを行い男女

混合名簿を導入します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・町立幼稚園、町立小学校で男女混合名簿を導

入しています。

◎町立中学校において男女混合名簿を導入に

取り組みます。

◎町立幼稚園・小学校・中学校で男女混合名簿

の実施をします。

Ｂ

Ｒ１

◎町立中学校において男女混合名簿を導入に

取り組みます。

◎町立幼稚園・小学校・中学校での男女混合名

簿の導入

Ｂ

Ｒ２

・町立幼稚園、小学校においては、以前より男

女混合名簿は導入済み。

・中学校においては男女別習の教科等があるた

め、男女混合名簿導入に係る課題等を調査、

検討する。（令和元年度）

・町立中学校において、令和２年度より男女混

合名簿の導入。

・中学校の導入にあたっては、幼稚園や小学校

の導入が先に行われていることもあり、比較

的スムーズに導入ができた。

・男女混合名簿の導入で、ジェンダー教育を含

めた人権教育について、効果的な推進ができ

た。

◎引き続き、ジェンダー教育やＬＧＢＴを含め

た性の多様性に係る学習や、人権教育を推進

する。

◎メディア・リテラシーや情報モラルの指導に

ついては毎年継続して計画する。

Ａ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

次世代を担う子どもたちが性別に捉われることなく、それぞれが望む進路を主体的に選択でき、幅広い

分野に進めるよう、適切な進路指導やキャリア教育の推進に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・「学校応援隊はえばる」など地域ボランティア

の活用し、キャリア教育・進路指導の計画を

立案し、職場体験学習等において指導してい

ます。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１ ◎令和元年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ２

・「学校応援隊はえばる」など地域ボランティア

を活用し、キャリア教育及び進路指導の計画

を立案し実施している。

・令和２～３年度は、新型コロナウイルス感染

◎新型コロナウイルス感染症対策を講じた上

での、職場体験等の体験学習の実施に向けた

実施方法等の構築。

Ａ
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⑤男女平等教育に関する研修の充実

症感染拡大に伴い、職場体験学習については

未実施。

・令和３年度より、児童生徒の効果的なキャリ

ア形成を図る目的で、小１～高３まで系統的

で連携した取組である「キャリアパスポー

ト」を実施している。

・新型コロナウイルス感染拡大の影響で職場体

験は実施できていないが、キャリア教育に係

る講演会など、「学校応援隊はえばる」や地域

ボランティアを活用した取り組みは継続で

きた。

担当課 こども課

取り組み

の内容
保育士や教職員等の男女平等意識の高揚を図るため、研修機会の充実に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・特別な研修は行っていませんが、男女平等の

意識をつけるため、保育士において、男女と

も「さん付け」で呼ぶことや、整列の際にも

男女混合にするよう、日々確認し実践してい

ます。

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎今後もこれまで通り実施します。
Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ。

◎今後もこれまで通り実施します。
Ａ

Ｒ２

・特別な研修は行っていませんが、男女平等の

意識をつけるため、保育士において、男女と

も「さん付け」で呼ぶことや、整列の際にも

男女混合にするよう、日々確認し実践してい

ます。

・保育士への男女平等の意識をつける事につな

がる

●園内研修において周知を図る

◎引き続き、園内研修において周知を図る Ａ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容
保育士や教職員等の男女平等意識の高揚を図るため、研修機会の充実に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・幼稚園では名前を呼ぶときは‘○○さん’で

統一して男女分けしていません。また、ゴム

ぞうりも男女で色分けせず、クラス単位で色

分けしています。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１ ◎令和元年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ２

・中学校においては、制服選択制の実施に向け

た取り組みとして、道徳の時間や特別活動を

活用した取り組みを推進するとともに、職員

対象と生徒対象の講演会(ＬＧＢＴや性の多

様性を理解する内容)を実施。

・児童生徒を指導・支援する立場である教職員

が、指導・支援の場面の前に研修を実施した

ことで、ＬＧＢＴや性の多様性に関する指導

がスムーズに実施できた。

・生徒対象の講演会では、トランスジェンダー

の講演者を招聘したことで、ＬＧＢＴや性の

多様性の理解が深まった。

◎ＬＧＢＴや性の多様性に関する理解を深め

るための継続的な取り組みが必要となる。
Ａ



9

⑥生涯学習における男女共同参画に関する学習機会の充実

方針２．男女が共に健康で安心して暮らすための条件整備

(1)人権意識の高揚及び女性に対する暴力の根絶

①メディア・リテラシー育成講座の開催

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

男女共同参画を進める地域リーダーの育成や社会通念的な性別役割分担意識の変革に向けて、各種講演

会や講座等において、男女共同参画の視点に立った学習を推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・性別役割分担意識の変革に向けて、公民館学

級講座において、男の料理教室(家庭料理、手

打ち沖縄そば)を実施しました。またその他

の講座の募集においても、性別に関わらず広

く募集しています。

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎今後も積極的に取り組んで行きます。
Ａ

Ｒ１

・性別役割分担意識の変革に向けて、公民館学

級講座において、男の料理教室(家庭料理)を

実施しました。またその他の講座の募集にお

いても、性別に関わらず広く募集していま

す。

◎令和元年度実績に同じ。

◎今後も積極的に取り組んで行きます。
Ａ

Ｒ２

・公民館学級講座において、「男の家庭料理」講

座を実施しました。またその他の講座の募集

においても、性別に関わらず広く募集してい

ます。

・事業によって「男女共同参画」の意識が向上

し、家庭生活から男女共同参画の必要性を話

し合ったり、お互いを思いやる気持ちを育む

ことができた。

●町広報誌、ＨＰだけでなく様々な媒体を活用

して周知ができるか検討する必要がある。

◎町公式のＬＩＮＥへ掲載する方法を検討し

ている。

◎今後も積極的に取り組んでいきます。

Ａ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

メディアの流す情報に含まれる社会的固定概念等に対して敏感な視点を持つことができるよう、メディ

アの適切な利用や、情報を主体的に読み解き・発信する能力を養うメディア・リテラシー育成講座の開

催を検討していきます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・男女共同参画週間(6/23～6/29)に「町民ホー

ル」においてパネル展を開催し、メディア・

リテラシーについての広報・啓発を行いまし

た。

◎国や県、他市町村の情報収集を行い、メディ

ア・リテラシー育成に関する情報発信を行い

ます。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・男女共同参画週間(6/23～6/29)において、パ

ネル展を開催し、メディア・リテラシーにつ

いてのポスターを掲示し、広報・啓発活動を

行いました。

・メディア・リテラシーについてのポスター展

示を行い、広く町民に広報・啓発活動をする

ことができた。

●メディア・リテラシー育成に関する資料につ

いて広報・啓発のみならず、メディア・リテ

ラシー育成の育成講座の開催ができていな

い。

◎他市町村の先進事例を参考に開催方法の検

討を行う。
Ｂ
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②学校教育での人権教育等の推進

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

メディアの流す情報に含まれる社会的固定概念等に対して敏感な視点を持つことができるよう、メディ

アの適切な利用や、情報を主体的に読み解き・発信する能力を養うメディア・リテラシー育成講座の開

催を検討していきます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・いじめ防止を例題として、ＳＮＳなどの取り

扱いなど、ネット情報について、授業の中で

指導しました。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１

◎令和元年度実績に同じ。

◎いじめ防止等の指導の一環として、人権擁護

委員や沖縄県警によるサイバー犯罪防止教

室の実施

Ａ

Ｒ２

・各学校においては、担任及び情報教育担当や

人権教育担当が中心となった情報モラル指

導を実施。

・各学校において、いじめ防止等の指導の観点

とＳＮＳやインターネットの安全な使い方

を目的に、人権擁護委員や沖縄県警などの関

係機関を招聘したサイバー犯罪防止教室を

実施。

・町教育委員会委託のネットパトロール業者に

よる、児童生徒の発達段階に応じたＳＮＳや

インターネットの安全教室を実施。

・児童生徒の身近にあるＳＮＳやインターネッ

トに係る安全教室の実施において、多くの関

係機関を活用することにより、児童生徒の発

達段階に応じた効果的な取組ができた。

●情報化が急速に進展する中で、ＳＮＳやイン

ターネットの活用に係るメディア・リテラシ

ーや情報モラルの指導については毎年継続

して実施する必要がある。

◎メディア・リテラシーや情報モラルの指導に

ついては毎年継続して計画する。
Ａ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

人権ガイドブックの活用をはじめ、道徳の時間や平和学習、総合的な学習の時間等、あらゆる場面を通

し、学校教育での人権教育やＤＶ等の教育を推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・教育計画の中で「人権教育計画」を立案し実

施しています。弁護士によるいじめ防止授業

などの実施。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１ ◎令和元年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ２

・道徳や特別活動も含め、全ての学校教育活動

を通して、人権教育を推進している。

・道徳教育推進教師や人権教育担当教員が中心

になり、児童生徒の発達段階に応じた人権教

育の取組を計画・実施している。

・毎月１回、「人権の日」を設定し、資料等を活

用して人権を考える学習活動を実施してい

る（校内放送等の活用含む）。

・毎月の生活アンケートの実施。

・全校児童生徒を対象にした教育相談の実施。

・ユニセフ等の募金への協力や世界エイズデー

に関する取組の実施。

・関係機関(人権擁護委員など)を招聘した人権

教室の実施。

・教育活動内で実施される各取組をとおして、

◎毎年(定期に)情報モラルやサイバー犯罪、ネ

ットリテラシーに関する指導を計画・実施す

る。

Ａ
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③ＤＶ・虐待等に対する情報提供の充実

児童生徒の人権意識の高揚が図られている。

●ＳＮＳ(ラインなど)やインターネットを介

した、悪口等の書き込み、個人の写真等の掲

載などの実情がある。

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

配偶者や恋人等からの暴力を根絶するため、ＤＶ防止法の周知徹底を図るとともに、ポスター等各種広

報媒体を活用し、身体的・精神的・性的暴力などの様々なケースがＤＶに該当することを周知します。

また、関係各課との連携のもと、高齢者虐待防止法や障害者虐待防止法等の周知と合わせ、あらゆる暴

力・性犯罪等の根絶に向けた効果的な周知活動を展開します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・男女共同参画週間(6/23～6/29)においてＤＶ

についてのパネルを「町民ホール」、「南風原

ギャラリー」に展示して身体的・精神的・性

的暴力など様々なケースがＤＶに該当する

事を周知しました。

また、女性に対する暴力をなくす運動パネル

展(11/12～11/25)を開催し、町民への啓発を

図りました。

◎引き続きパネル展を開催するとともに、関係

各課と連携してあらゆる暴力の根絶に向け

た効果的な周知活動を展開します。

Ｂ

Ｒ１

・男女共同参画週間(6/23～6/29)においてＤＶ

についてのパネルを「町民ホール」、「南風原

ギャラリー」に展示して身体的・精神的・性

的暴力など様々なケースがＤＶに該当する

事を周知しました。

◎引き続きパネル展を開催するとともに、関係

各課と連携してあらゆる暴力の根絶に向け

た効果的な周知活動を展開します。

Ｂ

Ｒ２

・男女共同参画週間(6/23～6/29)において、パ

ネル展を開催し、身体的・精神的・性的暴力

など様々なケースのＤＶについて広報・啓発

活動を行いました。

・身体的・精神的・性的暴力などの様々なケー

スのＤＶについてのポスター展示を行い、広

く町民に広報・啓発活動をすることができ

た。

●ＤＶ加害者が自覚しやすいようなポスター

を掲示し、広報・啓発活動を行う必要がある。

◎国や県・他市町村の情報を収集していく。 Ｂ

担当課 こども課

取り組み

の内容

配偶者や恋人等からの暴力を根絶するため、ＤＶ防止法の周知徹底を図るとともに、ポスター等各種広

報媒体を活用し、身体的・精神的・性的暴力などの様々なケースがＤＶに該当することを周知します。

また、関係各課との連携のもと、高齢者虐待防止法や障害者虐待防止法等の周知と合わせ、あらゆる暴

力・性犯罪等の根絶に向けた効果的な周知活動を展開します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・窓口へのパンフレットの設置

・相談者へ女性相談所を口頭で案内したり、パ

ンフレットを渡しています。

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ２

・窓口へのパンフレットの設置し、相談者へ女

性相談所を口頭で案内したり、パンフレット

を渡しています。

・目につきやすい箇所へ掲示することで、周知

を図った

●引き続き窓口等における周知を図っていく

◎引き続き窓口等における周知を図っていく Ａ
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担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

配偶者や恋人等からの暴力を根絶するため、ＤＶ防止法の周知徹底を図るとともに、ポスター等各種広

報媒体を活用し、身体的・精神的・性的暴力などの様々なケースがＤＶに該当することを周知します。

また、関係各課との連携のもと、高齢者虐待防止法や障害者虐待防止法等の周知と合わせ、あらゆる暴

力・性犯罪等の根絶に向けた効果的な周知活動を展開します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・民生委員・児童委員研修会において、地域包

括支援センターが高齢者虐待の対応窓口で

あることや虐待対応について周知を図りま

した。その他、地域包括支援センターのポス

ターやパンフレットを作成、町の広報に掲載

する等して周知活動に努めています。

◎広報や民生委員児童委員等への勉強会を通

じて、高齢者虐待対応の窓口が地域包括支援

センターであることを周知します。

Ａ

Ｒ１

・民生委員・児童委員研修会において、地域包

括支援センターが高齢者虐待の対応窓口で

あることや虐待対応について周知を図った。

その他、地域包括支援センターのポスターや

パンフレットを作成、町の広報に掲載する等

して周知活動に努めている。

・委託相談事業所、計画相談事業所さらに他市

町、警察等関係機関と情報連携し互いに相談

しながら障がい者(児)の虐待防止に取り組

んだ。

◎令和元年同様、高齢者虐待の困り感の解消に

努めるため、広報や民生委員児童委員等への

勉強会を通じて、高齢者虐待対応の窓口が地

域包括支援センターであることを周知して

いく。

◎今後も関係機関との連携を図りながら障が

い者(児)の虐待防止に取り組む。

◎毎年の様に高齢者虐待の相談がある。今後も

相談する先がわからずにいる事がないよう

に周知していく。

Ａ

Ｒ２

・高齢者虐待等について広報紙、ポスター掲示

等により周知を図っている。

・高齢者虐待の相談について適宜対応し、関係

機関とも連携を図っている。

・障がい者虐待防止に関するパンフレットを窓

口に設置している。

・高齢者虐待の相談について、関係機関と連携

を図り対応した。

・障がい者虐待の相談について、関係機関と連

携を図り対応した。

●町ホームページ等も活用し引き続き周知を

図る。

引き続き関係機関等と連携し、適宜対応す

る。

◎高齢者や障がい者への虐待防止と虐待の早

期発見・早期の対策を講じるため、高齢者、

障がい者、その家族だけでなく地域への虐待

に関する知識の普及啓発を関係機関と連携

し取り組む。

Ａ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

配偶者や恋人等からの暴力を根絶するため、ＤＶ防止法の周知徹底を図るとともに、ポスター等各種広

報媒体を活用し、身体的・精神的・性的暴力などの様々なケースがＤＶに該当することを周知します。

また、関係各課との連携のもと、高齢者虐待防止法や障害者虐待防止法等の周知と合わせ、あらゆる暴

力・性犯罪等の根絶に向けた効果的な周知活動を展開します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・道徳の授業等で、生命尊重・思いやり等につ

いての学習を行った。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１ ◎令和元年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ２

・○全児童生徒へ児童虐待に関する相談窓口等

(電話１８９)に関するチラシを配布し、児童

虐待への対応について周知した。

・校長教頭会及び小中学校生徒指導主任会にお

いて、「学校・教育委員会向け虐待対応の手引

き」を活用して対応法を確認するとともに、

各学校においては「手引き」を活用して職員

◎定期的に「児童虐待対応の手引き」を確認す

る場面や研修会を設定する。
Ａ
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④ＤＶ・虐待等に対する相談窓口の周知及び充実

研修を実施した。

・「児童虐待対応の手引き」の研修を通して、被

害児童生徒を守るための学校の対応策や関

係機関との連携方法について周知が進んだ。

●管理職や一部の職員だけでなく、児童生徒に

関わる全職員が「児童虐待対応の手引き」に

示す対応法を理解する必要がある。

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

ＤＶやあらゆる性暴力の防止と被害者の保護を図るため、沖縄県女性相談所や南部配偶者暴力相談支援

センター等、ＤＶについての関係機関相談窓口の周知を行います。また、役場内においては、女性相談

員の増員を図るなど、プライバシーに配慮した相談窓口の充実を図ります。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・町ホームページにて相談窓口一覧を掲載しま

した。男女共同参画週間パネル展においても

チラシを設置して、周知を図りました。 ◎引き続き相談窓口一覧等を活用して周知を

行います。

Ｂ

Ｒ１
・町ホームページにて相談窓口一覧を掲載して

います。男女共同参画週間パネル展において

もチラシを設置して、周知を図りました。

Ａ

Ｒ２

・町ホームページに相談窓口一覧を掲載してＤ

Ｖやあらゆる性暴力の防止と被害者のため

の相談窓口についての情報提供を行いまし

た。

・相談窓口についての一覧をホームページに掲

載したことにより、広く町民に広報・啓発活

動をすることができた。

●他の広報媒体を活用して周知ができるか検

討する必要がある。

◎町公式のＬＩＮＥへの掲載の仕方など、利用

したい人がすぐに検索できるようなものを

検討する。

Ａ

担当課 こども課

取り組み

の内容

ＤＶやあらゆる性暴力の防止と被害者の保護を図るため、沖縄県女性相談所や南部配偶者暴力相談支援

センター等、ＤＶについての関係機関相談窓口の周知を行います。また、役場内においては、女性相談

員の増員を図るなど、プライバシーに配慮した相談窓口の充実を図ります。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・南部福祉事務所に婦人相談員の設置がされて

いるので、町での予定はありませんが、町で

は平成 27 年度から社会福祉士を 1 名増員し

相談体制の強化を図っております。

平成 30 年度の相談件数/235 件

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ１

・南部福祉事務所に婦人相談員の設置がされて

いるので、町での予定はありませんが、町で

は平成 27 年度から社会福祉士を 1 名増員し

相談体制の強化を図っております。

令和元年度の相談件数/283 件

◎令和元年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ２

・要保護児童対策地域協議会設置済み。

・代表者会議(1 回)、実務者会議(3 回)、個別ケ

ース会議(23 回)

・個別ケース会議の実施により、」要保護児童等

への支援情報の共有や、役割分担等の確認が

可能となった。

◎これまで通り実施します。 Ａ
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⑤要保護児童等対策地域協議会の充実

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

ＤＶや各種虐待の防止、適切な被害者の対応に向け、要保護児童等対策地域協議会の充実を図るため各

関係機関との連携を強化し様々な事例に迅速に対応できるよう努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・要保護児童等対策地域協議会へ参加し、各関

係機関と意見交換しました。

◎引き続き要保護児童等対策地域協議会へ参

加します。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２

・要保護児童等対策地域協議会へ参加し、各関

係機関と意見交換や情報共有をおこない、連

携を図りました。

・各関係機関と意見交換や情報共有を行う事が

でき、連携強化を図ることができた。

◎引き続き要保護児童等対策地域協議会へ参

加し連携強化に努めていきます。
Ａ

担当課 こども課

取り組み

の内容

ＤＶや各種虐待の防止、適切な被害者の対応に向け、要保護児童等対策地域協議会の充実を図るため各

関係機関との連携を強化し様々な事例に迅速に対応できるよう努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・要保護児童対策地域協議会設置済み。代表者

会議(1 回)、実務者会議(3 回)、個別ケース会

議(48 回) ◎代表者会議(1 回)、実務者会議(3 回)、個別ケ

ース会議（必要に応じて開催）

◎これまで通り実施します。

Ａ

Ｒ１
・要保護児童対策地域協議会設置済み。

・代表者会議(1 回)、実務者会議(3 回)、個別ケ

ース会議(44 回)

Ａ

Ｒ２

・要保護児童対策地域協議会設置済み。

・代表者会議(1 回)、実務者会議(3 回)、個別ケ

ース会議(23 回)

・個別ケース会議の実施により、」要保護児童等

への支援情報の共有や、役割分担等の確認が

可能となった。

◎これまで通り実施します。 Ａ

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

ＤＶや各種虐待の防止、適切な被害者の対応に向け、要保護児童等対策地域協議会の充実を図るため各

関係機関との連携を強化し様々な事例に迅速に対応できるよう努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・要保護児童等対策地域協議会に参加し、情報

共有を図り必要に応じてサービス等の利用

に繋げる等各関係機関との連携を図りまし

た。
◎引き続き、要保護児童等対策地域協議会に参

加し連携強化に努める。

Ａ

Ｒ１

・要保護児童等対策地域協議会に参加し、情報

共有を図り必要に応じてサービス等の利用

に繋げる等各関係機関との連携を図に努め

た。また、県開催の虐待防止に関する研修を

受講した。

Ａ

Ｒ２

・要保護児童等対策地域協議会の実務者会議や

個別ケース会議を通して、障がい児者の支援

に関して関係課及び関係機関と情報を共有

した。また、会議の主管課となるこども課を

中心に様々な立場の支援機関が連携し、対象

ケースが安心して日常生活が送れるよう対

応・対策に努めた。

◎継続的な事業実施と関係課の連携強化。

◎個別ケースや各種相談等に対応できる人材

育成。

Ａ
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⑥既存施設を活用したシェルター機能(一時保護所)の確保

・様々な立場の支援機関が連携し、対象ケース

が安心して生活できるよう努めることがで

きた。

●引き続き、関係課及び関係機関と適宜、連携

を図り対応する。

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

ＤＶや各種虐待の防止、適切な被害者の対応に向け、要保護児童等対策地域協議会の充実を図るため各

関係機関との連携を強化し様々な事例に迅速に対応できるよう努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・要保護児童対策地域協議会やケ－ス会議への

参加。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ。

◎要保護児童対策地域協議会への参加し、関係

機関及び各学校との連携を強化する

Ａ

Ｒ２

・要保護児童等対策地域協議会への参加し、学

校や関係機関と連携した対応を推進する。

・要対協会議への参加を通して、学校や関係機

関と連携を密にして、該当児童生徒の状況を

把握することができた。

●要対協会議に係る児童生徒に関する近況等

の情報把握。

◎定期的に要対協会議に係る児童生徒に関す

る情報交換の場や参加し情報把握に努める。
Ａ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

沖縄県女性相談所との連携・調整を行う間、ＤＶ被害者の一時的な保護の場所を連携して確保できるよ

う努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・ポスター・チラシ、ホームページ等を活用し

て、ＤＶに関する事例や相談窓口を周知する

ことで、被害者が早い段階で相談し、一時保

護に繋げられるよう関係機関と連携してい

ます。

◎引き続き関係機関と連携を図ります。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２

・ポスター、チラシ、ホームページ等を活用し

てＤＶに関する事例や相談窓口を周知する

ことで、被害者が早い段階で相談し、一時保

護に繋げられるよう関係機関の連絡先を周

知しました。

・関係機関の連絡先等を公表することにより、

被害者が早い段階で相談できるように情報

を公開できた。

●他の広報媒体を活用して周知ができるか検

討する必要がある。

◎町公式のＬＩＮＥへの掲載の仕方など、利用

したい人がすぐに検索できるようなものを

検討する。

Ａ

担当課 こども課

取り組み

の内容

沖縄県女性相談所との連携・調整を行う間、ＤＶ被害者の一時的な保護の場所を連携して確保できるよ

う努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・県の関係機関と調整して、一時的な避難に関

しても適宜対応しています。

◎平成 30 年度同様に、案件ごとに適切に対応

していきます。

◎県の関係機関と連携して取り組みます。

Ａ
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⑦住民基本台帳事務等における被害者保護支援措置の実施

(2)生涯にわたる健康づくりへの支援

①住民健診・がん検診の充実

Ｒ１
◎令和元年度同様に、案件ごとに適切に対応し

ていきます。

◎県の関係機関と連携して取り組みます。

Ａ

Ｒ２

・県の関係機関と調整して、一時的な避難に関

しても適宜対応しています。

令和２年度女性相談件数 25 件

・県の関係機関と連携することで、適切な支援

につながった。

◎今後も県の関係機関と連携して取り組みま

す。
Ａ

担当課 住民環境課

取り組み

の内容

ＤＶ及び虐待加害者が住民票の写し等を不当に利用して被害者の住所を探索することを防止するため、

被害者からの申し出により支援借置を講じます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・ＤＶ被害者の相談に応じ女性相談所等の公的

機関に支援措置申出書を送付しています。そ

の後、住所及び本籍地の戸籍附票の発行ロッ

クを行い加害者が被害者(申出人)の住所を

探索することを防止しています。

◎平成 30 年度同様、本人、世帯員以外からの住

民票等の請求で委任状を添付している場合

でも被害者(申出人)に連絡を取り確認の上

対応していきます。

◎委任状添付の住民票等請求があっても被害

者(申出人)に連絡し委任の確認を行います。

Ａ

Ｒ１

◎令和元年度同様、本人、世帯員以外からの住

民票等の請求で委任状を添付している場合

でも被害者(申出人)に連絡を取り確認の上

応じる。

◎委任状添付の住民票等請求があっても被害

者(申出人)に連絡し委任の確認を行う。

Ａ

Ｒ２

・ＤＶ被害者の相談に応じ相談機関(警察署や

女性相談所)に「住民基本台帳事務における

支援措置申出書」を送付する。その後、住所

及び本籍地の戸籍附票の写しを取得するこ

とに制限を行い加害者が被害者(申出人)の

住所を探索することを防止しています。

・全庁的に他課でも注意喚起され情報漏洩防止

が図られた。

◎これまで通り実施します。 Ａ

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

男女が生涯にわたって心身共に健康に過ごせるよう、住民健診やがん検診などの保健事業を充実しま

す。特に、女性については、妊娠・出産期の健康管理をはじめ、婦人がん検診の実施及び特定の年齢に

達した女性に対する子宮頸がん・乳がんを受診の啓発を継続するなど性差に応じた支援に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・広報等を活用し、健診の受診勧奨や啓発に努

めました。

◎引き続き広報等を活用し、健診の受診勧奨や

啓発に努めます。
Ａ

Ｒ１
・母子保健事業等(親子健康手帳交付時、乳幼児

の訪問時など)を通じて健診や婦人がん検診

等の啓発や受診勧奨を行いました。

◎引き続き、母子保健事業等を活用し、健診の

啓発・受診勧奨に努めます。
Ａ

Ｒ２ 国保年金課へ業務移管 －
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②リプロダクティブ・ヘルス/ライツの意識啓発

担当課 国保年金課

取り組み

の内容

男女が生涯にわたって心身共に健康に過ごせるよう、住民健診やがん検診などの保健事業を充実しま

す。特に、女性については、妊娠・出産期の健康管理をはじめ、婦人がん検診の実施及び特定の年齢に

達した女性に対する子宮頸がん・乳がんを受診の啓発を継続するなど性差に応じた支援に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・婦人がん検診の通知を行うと共に、対象年齢

の方に無料クーポンを送付し受診勧奨を行

いました。

◎本町在住の方を対象に、住民健診(健康診査)

事業、婦人がん検診事業を実施し、健診(検

診)受診者に受診料の補助を行う予定です。

◎これまで通り実施します。

Ａ

Ｒ１

◎本町在住の方を対象に、住民健診(健康診査)

事業、婦人がん検診事業を実施し、健診(検

診)受診者に受診料の補助を行う予定です。

◎これまで通り実施します。令和２年度から婦

人がん検診(乳がん、子宮頸がん)の無料クー

ポン対象者を国基準の対象者とした。

Ａ

Ｒ２

・コロナの感染拡大に配慮しながら、母子保健

事業等(親子健康手帳交付時、乳幼児の訪問

時など)を通じて健診や婦人がん検診等の啓

発や受診勧奨を行った。

・婦人がん検診の通知を行うとともに、対象年

齢の方に無料クーポンを送付し、受診勧奨を

行った。新型コロナ感染症の影響により、一

部婦人がん集団検診が中止になったが、感染

が落ち着いた時期にあらためて検診日を設

け、感染症対策を講じながら子宮頸がん・乳

がんの受診の機会を設けた。

・コロナ禍においても感染対策をしながら母子

保健事業等を実施したため、その場を活用し

て健診等の啓発を行うことができた。

・新型コロナ感染症の影響により、一部予定を

変更したが、コロナ感染症予防に取り組み、

住民健診(健康診査)事業、婦人がん検診事業

を実施できた。

●若い世代への住民健診・婦人がん集団検診等

の重要性について周知をさらに行い、受診率

向上をめざす。

◎広報誌やホームページに加え、各字・自治会

へのポスター掲示や若年層に向けては町公

式ＬＩＮＥ等を活用する。対象年齢に婦人が

ん無料クーポンを送付する。

Ｂ

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

リプロダクティブ・ヘルス/ライツ(性と生殖に関する健康と権利)の理念について普及を図るため、講

演会等の実施に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・健康相談等において、リプロダクティブ・ヘ

ルス/ライツの理念に基づいた相談や指導を

行いました。

◎引き続き健康相談時等においてはリプロダ

クティブ・ヘルス/ライツの理念に基づいた

相談や指導に努めます。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２ 国保年金課へ業務移管 －

担当課 国保年金課

取り組み

の内容

リプロダクティブ・ヘルス/ライツ(性と生殖に関する健康と権利)の理念について普及を図るため、講

演会等の実施に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価
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③母性保護と母子保健の推進

④性教育・思春期教育の実施

Ｈ30
項目なし 項目なし

－

Ｒ１ －

Ｒ２

・新型コロナウイルス感染症対策を講じなが

ら、健康相談等においてはリプロダクティ

ブ・ヘルス/ヘルツの理念に基づいた相談や

指導を実施した。

・コロナ禍においても感染対策をしながら健康

相談等を実施できた。外出自粛等の中で心身

の不調・子どもの発育などの相談に対し関係

機関につなぐなど対応することができた。

●新しい生活様式に準じながら事業を継続し

ていく。

◎新しい生活様式に準じながら事業を継続し

ていく。
Ｂ

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容
妊娠出産に関する健康相談、保健指導、栄養指導等、母子保健サービスを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・親子健康発行時の保健指導・栄養指導を始め

妊産婦訪問、新生児訪問、マタニティランチ

学習会等を実施しました。

◎引き続き親子健康発行時の保健指導・栄養指

導を始め妊産婦訪問、新生児訪問、マタニテ

ィランチ学習会等を実施します。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２ 国保年金課へ業務移管 －

担当課 国保年金課

取り組み

の内容
妊娠出産に関する健康相談、保健指導、栄養指導等、母子保健サービスを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
項目なし 項目なし

－

Ｒ１ －

Ｒ２

・コロナの感染拡大防止に努めながら、親子健

康手帳発行時の保健指導、栄養指導を行っ

た。また、妊産婦訪問、新生児訪問について

も同様に時期をみながら感染対策を行いな

がら実施した。

また、マタニティ教室は中止をしたが、オン

ライン両親学級を実施し、妊婦さんが安心し

て出産できる体制づくりを行った。

・コロナの感染対策をきちんと行いながら、こ

れまでと同じように親子健康手帳発行時の

保健指導、栄養指導や訪問事業を行ったこ

と、オンラインを活用した両親学級を行った

ことで、コロナ禍においても安心して妊娠、

出産ができるようサポートができた。

◎新しい生活様式に準じながら事業を継続し

ていく。
Ａ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

男女がともに性に関する正しい知識を持ち、命の大切さや親になることの意義、人権尊重について理解

と認識を深めるため、発達段階に応じた性教育・思春期教育を推進します。
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⑤高齢者の生きがいづくりと介護予防の推進

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・小４頃から保健体育の時間に実施していま

す。
◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１
・小学３年生以上の児童・生徒に対し保健体育

の時間を活用して実施しています。
◎令和元年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ２

・小中学校の保健体育(小は保健)の授業で、担

当教員により「心身の機能の発達と心の健

康」について学習する。児童生徒の発達段階

等により養護教諭を活用した取組も行われ

ている。

・道徳や特別活動も含め、全ての学校教育活動

を通して、人権教育を推進している。

・道徳教育推進教師や人権教育担当教員が中心

になり、児童生徒の発達段階に応じた人権教

育の一つでジェンダー平等に係る取組を計

画・実施している。

・学校教育活動で実施される各取組を通して、

ジェンダー平等や人権に関する児童生徒の

意識の高揚が図られた。

●性教育の学習にあたっては、発達段階に応じ

た学習形態(男女共習、男女別習など)の工

夫。

◎ジェンダー平等等の人権教育を推進すると

ともに、発達段階に応じて養護教諭等の活用

した取組を推進する。

Ａ

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

高齢になっても介護を必要とせず、生きがいを持って暮らせるよう、生きがい活動支援通所事業(地域

型・施設型)等の介護予防事業の充実や老人クラブ活動等への参加促進を図ります。特に生きがい活動

支援通所事業については男性の参加が少ないことから、参加促進を働きかけます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・介護予防事業として、短期集中サービスＣ(筋

力トレーニング教室、水中運動教室)、一般高

齢介護予防通所事業、高齢者筋力トレーニン

グ事業、元気アップ訪問、操体教室、高齢者

水中運動教室、サーキットマシントレーニン

グ教室、高齢者体操教室(地区：通年型)、地

域型ミニデイ、中央型ミニデイ、リーダー養

成講座(基礎編)等を実施しました。

◎介護予防事業として、短期集中サービスＣ

(筋力トレーニング教室、水中運動教室)、一

般高齢介護予防通所事業、高齢者筋力トレー

ニング事業、元気アップ訪問、操体教室、高

齢者水中運動教室、サーキットマシントレー

ニング教室、高齢者体操教室(地区：通年型)、

地域型ミニデイ、中央型ミニデイ、リーダー

養成講座(基礎編)等を実施します。

◎今後高齢者の自立支援に資するような事業

を地域ケア会議等を通して、検討していきま

す。

Ａ

Ｒ１

・介護予防事業として、短期集中サービスＣ(筋

力トレーニング教室、水中運動教室)、一般高

齢介護予防通所事業、高齢者筋力トレーニン

グ事業、元気アップ訪問、操体教室、高齢者

水中運動教室、サーキットマシントレーニン

グ教室、高齢者体操教室(地区：通年型)、地

域型ミニデイ、中央型ミニデイ、介護予防サ

ポーター養成講座を実施しました。

◎介護予防事業として、短期集中サービスＣ

(筋力トレーニング教室、水中運動教室)、一

般高齢介護予防通所事業、高齢者筋力トレー

ニング事業、元気アップ訪問、操体教室、高

齢者水中運動教室、サーキットマシントレー

ニング教室、高齢者体操教室、(地区：通年

型)、地域型ミニデイ、中央型ミニデイ、介護

予防サポーター養成講座を実施します。

◎今後も高齢者の自立支援に資するような事

業展開を検討したいが、新型コロナウイルス

の影響で介護棒事業のほとんどがストップ

している状況です。この状況を鑑みた臨機応

変な対応が必要となります。

Ａ

Ｒ２ ・高齢者の水中運動教室、筋力トレーニング教 ◎生きがい活動支援通所事業について、男性へ Ａ
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⑥高齢者の雇用に関する支援

⑦男性が相談しやすい環境づくり及び相談窓口の周知

室、運動機能向上事業等を実施。

・平成 28 年度から町社協に生活支援コーディ

ネーターを 2 名配置し、ネットワーク構築を

図っている。

・平成28年度から認知症地域支援推進員を1名

配置、平成 29 年度は認知症ケアパスの作成、

認知症サポーター養成講座、SOS ネットワー

ク活動を実施。

・令和 2 年度は保険者機能強化推進交付金を活

用し必要な備品購入やフレイル予防栄養教

室を実施。また、高齢者総合保健モデル事業

で運動教室等を実施しその結果を踏まえて

保健指導を実施した。

・筋力や体力がつくだけでなく、事業に参加す

ることで多くの人と交流することで、フレイ

ル予防に繋がっている。

●生きがい活動支援通所事業について、男性へ

の参加を促進する具体的な方策を検討する

必要がある。

●介護予防事業の充実や高齢者の生きがいづ

くりへの支援を引き続き実施する。

●コロナ禍で中止を余儀なくされる事業があ

った。

の参加を促進する具体的な方策を他市町村

の状況など調査・研究する。

◎コロナ禍での事業実施の方策を調査・研究す

る。

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

高齢者への就労支援として高齢者に対する就労機会の拡大を企業へ啓発するなど、定年を迎えても働き

たいという方への働く環境の整備を支援します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・平成 27 年度末に構築した無料職業紹介シス

テムを活用し、求人・求職の斡旋を行いまし

た。

◎無料職業紹介システムを活用し、求人・求職

の斡旋を行います。

町民への事業周知を図り、就労支援を行いま

す。

Ｃ

Ｒ１

・平成 27 年度末に構築した無料職業紹介シス

テムを活用し求人・求職の斡旋を行い、高齢

者 2 名の方から求職相談がありましたが、企

業から高齢者向けの求人が無かったため、マ

ッチングに至りませんでした。

◎無料職業紹介システムを活用し、求人・求職

の斡旋を行う。

町民への事業周知を図り、就労支援を行いま

す。

◎これまで通り実施する。

Ｃ

Ｒ２

・高齢者 2 名から求職相談がありましたが、企

業・事業者からの条件に合う求人案件が無か

った為、マッチングに至らなかった。

●企業等からの求人数が少ない。

◎より多くの求人数を増やす為に、商工会と連

携し町内企業等への周知を図る。
Ｃ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

「男は仕事」というような固定的な役割分担意識を変革させるために、様々な媒体を通じて男女共同参

画の啓発を行うと共に、男性相談窓口について周知を行う。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・男女共同参画週間にまじゅんプラン概要版に

ある漫画を掲載したり、女性のエンパワーメ

ントについてのパネルを展示し啓発を図り

ました。

◎引き続き男女共同参画週間でパネル展を開

催し町民向けの意識啓発をします。

Ａ

Ｒ１ Ａ
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方針３．家庭・地域・職場における男女共同参画の環境づくり

(1)家庭生活における男女共同参画の推進

①仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し

②子育て支援の充実

Ｒ２

・男女共同参画週間(6/23～6/29)において、パ

ネル展を開催し、女性のエンパワーメントに

ついての広報・啓発活動を行いました。また、

男性相談窓口についてもポスターを掲示し、

周知を図りました。

・女性のエンパワーメントの中で、南風原町出

身者の経歴も展示することができ、町民にも

興味を持たせることができた。

Ａ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

仕事と家庭の調和(ワーク・ライフ・バランス)が保たれるよう、男女ともに働き方の見直しについて啓

発を図ります。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・男女共同参画週間にまじゅんプラン概要版に

ある漫画を掲載したり、ワーク・ライフ・バ

ランスに関するチラシを掲示し啓発を図り

ました。 ◎男女共同参画週間に「町民ホール」や「南風

原ギャラリー」でワーク・ライフ・バランス

についてのパネルを展示し、町民の意識啓発

に努めます。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・男女共同参画週間(6/23～6/29)において、パ

ネル展を開催し、ワーク・ライフ・バランス

についての広報・啓発活動を行いました。

・まじゅんプラン(概要版)に掲載されているマ

ンガを掲載したことにより、町民が興味を引

きやすいように掲示できた。

Ｂ

担当課 こども課

取り組み

の内容

仕事と子育ての両立や、子育てが安心してできる環境を整備するため、通常保育をはじめ多様な保育サ

ービス、幼稚園での預かり保育、学童クラブの充実、認可外保育施設への支援等に努めます。また、子

育て支援拠点事業の周知に努めるとともに、地域で子育てを応援する仕組みづくりの推進や男性の参加

促進を働きかけます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・次の事業を実施しました。

「病児・病後児保育」、「町外認可外保育園利用

世帯への助成」、さらに学童クラブを利用し

ている「ひとり親世帯補助」を行ないました。

(1)延長保育、(2)障がい保育、(3)学童クラブ

への支援、(4)認可外保育施設への支援、(5)

子育て支援拠点事業の支援（津嘉山）

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ２

・「病児・病後児保育」、「町外認可外保育園利用

世帯への助成」、さらに学童クラブを利用し

ている「ひとり親世帯補助」を行ないました。

その他子ども子育て支援事業として、延長保

育、障がい保育、学童クラブへの支援、認可

外保育施設への支援等を実施しております。

・安心した子育て環境を整備するため、保育所

◎これまで通り実施 Ａ
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③介護サービス等の充実

での通常保育をはじめ多様な保育サービス、

幼稚園での預かり保育、学童クラブの充実、

認可外保育施設への支援等に努めた。

病児保育事業 利用児童数 延べ 208 人

町外認可外保育園利用世帯への助成 対象

児童数 42 人

学童クラブを利用している「ひとり親世帯補

助」 対象児童数 95 人

延長保育 実施 18 園（利用児童数 延べ

24,216 人）

障害児保育 実施 12 園（対象児童 25 人）

地域子育て支援拠点事業 実施２園、利用者

数延べ 3,109 人

・各種事業の実施により、仕事と子育ての両立

や、子育てが安心してできる環境を整備する

ことにつながった。

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

介護サービスの充実を図るとともに、地域で高齢者や障がい者を支援するボランティア等の育成・支援

に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・①地域ケア会議を通して、サービスの充実を

検討しました。また、高齢者サロンボランテ

ィア等を対象に、介護予防リーダー養成講座

を開催しました。

②地域で認知症の人を支援する認知症サポ

ーター養成講座を開催しました。

◎地域ケア会議を通して、地域課題の把握をし

サービスの充実に繋げていきます。引き続

き、介護予防リーダー養成講座、認知症サポ

ーター養成講座を開催します。

◎高齢者を支援するボランティア等の育成・支

援を継続します。

Ａ

Ｒ１

・①地域ケア会議を通して、サービスの充実を

検討しました。また、高齢者サロンボランテ

ィア等を対象に、介護予防サポーター養成講

座を開催しました。

②地域で認知症の人を支援する認知症サポ

ーター養成講座を開催しました。

◎地域ケア会議を通して、地域課題の把握をし

サービスの充実に繋げていきます。引き続

き、介護予防サポーター養成講座、認知症サ

ポーター養成講座を開催します。

◎高齢者を支援するボランティア等の育成・支

援を継続します。

Ａ

Ｒ２

・沖縄県主催による「介護に関する入門的研修

事業」を令和２年 11 月 25 日、12 月２日、12

月９日、12 月 16 日の水曜日に４週間に渡り

修実施。54 名の参加があった。

・地域型ミニデイサービス、操体教室など地域

の公民館で交流や健康づくりの事業をボラ

ンティアの協力により実施している。

・研修に参加し介護の知識を得る事で、身近な

人の介護だけでなくボランティアにも繋が

ることが期待できる。

・地域型ミニデイサービス等により地域での交

流が図れた。

●県主催の研修事業は各市町村持ち回り方式

となっており、毎年の開催ができない。

●地域型ミニデイサービス事業等はボランテ

ィアも高齢化の傾向がある。

●コロナ禍で中止を余儀なくされる事業があ

った。

◎一般の方を対象とした介護に関する研修会

を町単独で実施する財政及び人材確保。

◎地域でボランティアをする若い世代の確保

◎コロナ禍での事業実施の方策を調査・研究す

る。

Ａ
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④ファミリーサポートセンター事業の周知及び利用促進

⑤男性に向けた各種研修会、講座等の開催

担当課 こども課

取り組み

の内容

ファミリーサポートセンター事業について、町民への周知・利用促進を図ります。また、町民に対し、

サポート会員としての参画を広く呼びかけます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・ファミリーサポートセンター事業(町社協へ

委託)

町民への周知・利用促進を図り、サポート会

員としての参画を呼びかけています。

会員 561 名(Ｈ31.３月末)

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ１

・ファミリーサポートセンター事業(町社協へ

委託)

町民への周知・利用促進を図り、サポート会

員としての参画を呼びかけています。

会員 631 名(Ｒ２.３月末)

◎令和元年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ２

・ファミリーサポートセンター事業(町社協へ

委託)町民への周知・利用促進を図り、サポー

ト会員としての参画を呼びかけています。

会員 558 名(Ｒ３.３月末)

・急な用事等により一時的に子どもを預かって

欲しいけれど頼れる人がいない世帯の子育

て支援のために、育児について助け合う相互

援助活動を通して、子育て世帯の負担を緩和

することが出来ました。

・保育所・幼稚園の迎え及び帰宅後の預かり等

の活動実績 676 件

・保護者が仕事と育児の両立が出来るよう、ま

た子育てに千円している保護者がゆとりを

持って安心して子育てが出来るようになっ

た。

◎これまで通り実施 Ａ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

男性を対象とした料理教室や講座等の実施により家事能力の向上を図り男性の育児や家事への積極的

に取り組むことを啓発することで家事・育児を男女で分担するきっかけ作りを支援します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・公民館学級講座「夏休み親子陶芸」「家庭料理」

「男の料理」を開講しました。男性の育児や

家事への積極的な取組に対する啓発を行い、

家事・育児を男女で分担するきっかけ作りを

支援しました。

◎公民館学級講座「夏休み親子陶芸」「家庭料

理」「男の料理」「親子バルンアート」「お片付

け」を開講し、家事・育児を男女で分担する

きっかけ作りを支援します。

◎今後も積極的に取り組んでいきます。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２

・公民館学級講座において、「男の家庭料理」講

座を実施しました。またその他の講座の募集

においても、性別に関わらず広く募集してい

ます。

・事業によって「男女共同参画」の意識が向上

し、家庭生活から男女共同参画の必要性を話

し合ったり、お互いを思いやる気持ちを育む

ことができた。

●町広報誌、ＨＰだけでなく様々な媒体を活用

して周知ができるか検討する必要がある。

◎町公式のＬＩＮＥへ掲載する方法を検討し

ている。

◎今後も積極的に取り組んでいきます。

Ａ
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⑥マタニティ教室等への父親の参加促進

⑦「家庭の日」の普及・啓発

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

マタニティ教室への父親の積極的な参加を促し、出産の喜びと苦労を両親で分かち合い、支えあってい

けるように努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・マタニティランチ学習会や育児教室等への父

親参加を促して、実施しました。

◎引き続きマタニティランチ学習会や育児教

室等への父親参加を促して、実施します。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２ 国保年金課へ業務移管 －

担当課 国保年金課

取り組み

の内容

マタニティ教室への父親の積極的な参加を促し、出産の喜びと苦労を両親で分かち合い、支えあってい

けるように努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
項目なし 項目なし

－

Ｒ１ －

Ｒ２

・コロナの感染拡大に配慮し、オンライン両親

学級の実施とし、父親参加を促しながら実施

した。

・対象者へは案内を通知し、周知を行った。ま

た、うちなー助産師.com へ委託し、ZOOM を利

用して事業を実施した。

・ZOOM を利用しての受講となるため、自宅等で

気軽に参加できることや、助産師から直接声

を届けられたことが良かった。また、ＵＲＬ

からアンケートの協力も促すことができた。

◎新しい生活様式に準じながら事業を継続し

ていく。
Ａ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

家庭がともに過ごす時間を持つように心がけることを推進するため、「家庭の日」(毎月第３日曜日)の

普及運動の周知や、児童生徒に対し絵画・ポスターコンクールへの応募を働きかけます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・のぼりで公民館来館者への周知を行った。ま

た、ＰＴＡ支部懇談会などあらゆる機会を通

して「家庭の日」の周知を図った。

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎今後も推進していきます。
Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ

◎今後も推進していきます。
Ａ

Ｒ２

・のぼりで公民館来館者への周知を行った。ま

た、ＰＴＡ支部懇談会などあらゆる機会を通

して「家庭の日」の周知を図った。

・家庭の日の周知により、家族がともに過ごす

時間を持つことのきっかけ作りができた。

●コロナ禍により、ＰＴＡ支部懇談会等が開催

できないので周知機会が減っている。

◎広報やホームページ等で「家庭の日」を周知

していく。

◎今後も推進していきます。

Ａ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

家庭がともに過ごす時間を持つように心がけることを推進するため、「家庭の日」(毎月第３日曜日)の

普及運動の周知や、児童生徒に対し絵画・ポスターコンクールへの応募を働きかけます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価
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⑧家庭学級の推進

Ｈ30 ・校長教頭連絡会や各学校便り等で周知してい

ます。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１ ◎令和元年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ２

・家庭の日(毎月第３日曜日)の部活動等の停

止。

・家庭の日に部活動や学校教育に係る活動をす

べて停止することで、児童生徒が家族ととも

に過ごす時間をつくることができた。

●家庭の日に各種大会やイベント等が設定さ

れている場合があり、本来の目的が達成でき

ていない状況がある。

◎各関係団体と連携して、家庭の日に大会やイ

ベント等を設定しないよう依頼調整する。
Ａ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

各小・中学校ＰＴＡの文化教養委員が中心となり、家庭教育に関する学習会や親子のふれあい事業、小

中６校合同の「教育講演会」を開催する「家庭教育学級」を推進します。併せて父親の参加や、男女共

同参画をテーマにした学習機会の創出も働きかけます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・各小・中学校ＰＴＡの文化教養委員と連携し

て家庭教育学習を開催した。また、土日に開

催するなど、働く父親・母親が参加しやすい

ように工夫した。

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎今後も推進していきます。
Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ

◎今後も推進していきます。
Ａ

Ｒ２

・各小・中学校ＰＴＡに補助金を助成した。事

業実施についても、文化教養委員と連携して

「家庭教育学級」を土日に開催するなど、働

く父親・母親が参加しやすいように実施内容

を工夫した。

・家庭教育に対する意識の向上が、各学校のア

ンケート等からうかがえた。

●家庭教育学級の内容に偏りがないか、マンネ

リ化をしていないか等実施内容に工夫を要

する。

◎他校でどのような取組があるのか、情報共有

を行っている。

◎今後も推進していきます。

Ａ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

各小・中学校ＰＴＡの文化教養委員が中心となり、家庭教育に関する学習会や親子のふれあい事業、小

中６校合同の「教育講演会」を開催する「家庭教育学級」を推進します。併せて父親の参加や、男女共

同参画をテーマにした学習機会の創出も働きかけます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
項目なし 項目なし

－

Ｒ１ －

Ｒ２

・各学校(ＰＴＡ等)で実施する親の学び合いプ

ログラムの計画・実施。

・学力向上に係る取組で、児童生徒の基本的生

活習慣の確立に向けた取組(早寝・早起き・朝

ごはん、徒歩登校)について各家庭へ依頼。

・児童生徒の基本的生活習慣に係る取組の朝ご

はんの摂取率について、「毎日食べる」「ほど

んど食べる」の割合が小学校で 94.6％、中学

校で 93.6％となっている。

●朝食の摂取率について、「ほとんど食べない」

「毎日食べない」5～7％の児童生徒とその家

庭への対応。

◎引き続き、児童生徒の基本的生活習慣の確立

に向けた取組を、各家庭と連携して推進す

る。

なし
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⑨家族介護支援事業の充実

(2)男女共同参画の視点に立った地域活動の促進

①町民の自治会活動等への参加促進

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

自宅で家族を介護している方を支援するため、介護の方法等を学ぶ家族介護教室や、他の家族との交流

等を通して介護疲れを軽減する家族介護者支援交流事業を継続します。また、介護は性別に関係なく家

族全員、社会全体で担うという認識のもと、家族介護教室への男性の参加促進を働きかけます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・年４回の家族介護教室、及び家族介護交流事

業を開催しました。（町社協へ委託）

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎今後も町社協へ委託し、家族介護支援事業の

充実に努めます。

Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ。

◎今後も町社協へ委託し、家族介護支援事業の

充実に努めます。

Ａ

Ｒ２

・家族介護者交流事業１回、家族介護教室３回、

健康教室１回を実施したが、新型コロナウイ

ルス感染症の影響で例年より事業実施回数

が減った。

・他の家族との交流や介護疲れを軽減する取り

組みができた。

・新型コロナウイルス感染症の影響で一時休止

したが、開催できた事業に延べ 95 人の参加

があった。

●家族介護支援等事業については、令和２年度

は新型コロナウイルス感染症の影響で、一時

事業を休止するなど臨機応変に対応した。

◎引き続き、窓口や広報紙等で事業の周知を図

る。
Ａ

担当課 総務課

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・女性の自治会長 4 区/19 行政区 ◎女性の自治会長 4 区/19 行政区 Ａ

Ｒ１ ・自治会長 4 区/19 行政区
◎自治会長 4 区/20 行政区

◎昨年度と同様の数値となる予定
Ａ

Ｒ２

・区長会における協議の結果、自治会加入促進

パンフレットの作成や町のホームページに

自治会紹介ページを新たに制作し、老若男女

が自治会活動に積極的に参加する様取り組

んだ。

・区長会の場で協議する事で、各自治会の課題

や対応方策等について情報共有を行う事が

出来た。

●パンフレット作成及び自治会紹介ページの

制作が全自治会で効果がある事か検証する

必要がある。

Ａ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。
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年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・町民に対する出前講座を 44 回開催し、参加者

は全部で 3,895 人の参加がありました。町民

の地域活動への参画の促進を図りました。

◎引き続き、出前講座を開催し、町民の地域活

動への参画を推進します。

Ａ

Ｒ１
・町民に対する出前講座を 63 回開催し、参加者

は全部で 6,394 人の参加がありました。町民

の地域活動への参画の促進を図りました。

Ａ

Ｒ２

・町民に対する出前講座を 43 回開催し、参加者

は延べ 4,336 人の参加がありました。町民の

地域活動への参画の促進を図りました。

・様々な機会を通して、行政の役割を町民にも

共有してもらうことができ、町民との協働の

まちづくりに寄与することができた。

Ａ

担当課 住民環境課

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・環境保全の取り組みに興味関心を示すのは高

齢者・女性・こどもが多い。資源ごみの集団

回収は様々な団体が登録し、集団回収事業に

参画しており、はえばるエコセンターも女性

が運営し、多様な参画を促進した。

◎資源ごみ集団回収、はえばるエコセンターの

環境講座

◎はえばるエコセンターが企画する講座に男

性も参画するよう働きかける。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２

・エコセンターで行う各種講座では老若男女区

別なく受講者を募集し講座を実施している。

・集団回収団体は各学校の部活動団体や自治会

の老人会等の団体が登録し、資源ごみの回収

活動を行っている。

・若者から高齢者まで幅広い層での活動が見ら

れる。

◎これまで通り実施します。 Ａ

担当課 こども課

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・民生委員・児童委員が地域で福祉活動等を行

い、町民の安全・安心の確保を担っています。

地域福祉活動等実績 7,093 件
◎引き続き民生委員・児童委員が地域で福祉活

動等を行い、町民の安全・安心の確保を担っ

ていきます。

◎これまで通り実施します。

Ａ

Ｒ１
・民生委員・児童委員が地域で福祉活動等を行

い、町民の安全・安心の確保を担っています。

地域福祉活動等実績 5,851 件

Ａ

Ｒ２

・子ども・子育て支援会議（女性委員 5 人/9 人

中）

・公募委員を含めて、男女割合が約半数ずつと

なった。

◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。
Ａ

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価
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Ｈ30

・各字(自治会)老人クラブへ活動補助金を助成

することにより、自治会活動や様々な地域活

動への参画を促進しました。

◎昨年度同様各字(自治会)老人クラブへの活

動補助金を助成し、様々な地域活動等への参

画を促進します。

◎引き続き各字(自治会)老人クラブへの活動

補助金を助成し、様々な地域活動等への参画

を促進していきます。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２

・各字(自治会)老人クラブへ活動補助金を助成

することにより、自治会活動や様々な地域活

動への参画を促進した。（補助金交付クラブ

数 Ｒ２年度：16 件）

・引き続き各字(自治会)老人クラブへの活動補

助金を助成し、町社協と連携し様々な地域活

動等への参画を促進する。

●コロナ禍で各字(自治会)老人クラブの活動

も自粛せざるを得ない状況があり、今後もこ

の状態が続く場合、高齢者の地域活動参画の

機会減少が懸念される。

◎コロナ禍での各字(自治会)老人クラブ活動

への支援方法を検討する。
Ａ

担当課 国保年金課

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・各字・自治会の特定健診受診協力員が町民へ

の健診受診の呼びかけを通しながら、自治会

活動等への参画を促進しました。

◎令和元年度も特定健診受診協力員が集団健

診への参加を呼びかけながら、自治会活動等

への参画促進につなげていきます。

◎これまで通り実施します。

Ａ

Ｒ１
・前年度まで行っていた各字・自治会の特定健

診受診協力員による町民への健診受診の呼

びかけは業務の見直しにより行わなかった。

◎健診受診の呼びかけは別の方策で行う。 Ｄ

Ｒ２ 記入なし 記入なし －

担当課 教育総務課

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・町体育協会各種競技大会において、各字自治

会の参加を促し、自治会活動の活性化を促進

しています。

◎町体育協会の各種競技大会において、各字自

治会の参加を促し、自治会活動の活性化を促

進します。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２ Ａ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・公民館出前講座を開講しました。民踊・三線・

健康体操・大正琴・カラオケ講座に男性・女

性共参加し、15 自治会で活かされました。 ◎自治公民館出前講座の充実を図り地域活動

への参画を促します。

◎今後も積極的に取り組んでいきます。

Ａ

Ｒ１
・公民館出前講座を開講しました。民踊・三線・

ヨガ・綱引き棒・キッズフラ・納涼夏祭り・

ハワイアンフラ講座に男性・女性共参加し、

Ａ
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９自治会で活かされました。

Ｒ２

・公民館出前講座を開講しました。様々な地域

活動への町民の参画を促進します。

・自治公民館において公民館出前講座を開講し

ました。様々な講座に男性・女性共参加しま

した。

・おおむね達成できた。

◎今後も積極的に推進していきます。 Ａ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・ふるさと博覧会や夏まつりキッズパーク等の

イベントを、町や各団体、住民みんなで協力

して行う事で、地域力を強化し、地域活動の

参画を促進しました。 ◎各種イベントを通して、町民の地域活動参加

促進を行います。

◎コミュニティビジネス等の創出。

Ｂ

Ｒ１

・夏まつりキッズパーク等のイベントを、町や

各団体、住民みんなで協力して行う事で、地

域力を強化し、地域活動の参画を促進しまし

た。

Ｂ

Ｒ２
・新型コロナウイルス感染拡大防止により、ふ

るさと博覧会、夏まつりキッズパーク等イベ

ントが開催されなかった。

◎今後もイベント開催時には、町民の地域活動

参加促進を行います。
Ｃ

担当課 議会事務局

取り組み

の内容

性別にとらわれることなく多様な考え方が地域づくりに活かされるよう、自治会活動や、環境・防犯・

防災など様々な地域活動への町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・平成 30 年 5 月 16 日(水)に「第７回議会報告

会」をイオン南風原店イベント広場で開催

し、学生を含め約 30 人が参加しました。

第 20 回はえばるふるさと博覧会において議

会ブースを設置しました。議会関連展示や議

会録画映像放映、アンケート調査を実施し、

41 人から議会に関する意見を頂きました。

◎平成 31 年 5 月 20 日(月)に「第８回議会報告

会」をイオン南風原店イベント広場で開催予

定。

議会中継及び録画配信をスマートフォンで

閲覧可能になります。

◎町ＨＰ・広報誌、ポスター掲示、電光掲示板

等さまざまな媒体を活用し、多くの町民に参

加を呼びかけ、議会への関心を高めていきま

す。

Ａ

Ｒ１

・令和元年 5 月 20 日(月)｢第８回議会報告会｣

をイオン南風原店イベント広場で開催し、約

45 人が参加した。また併せてアンケート調査

を実施し 25 人の方から議会に関する意見を

頂いた。

令和元年 10 月 17 日(木)町民生委員児童委員

連合会との意見交換会を開催

令和２年２月 15 日(土)町学童保育連絡協議

会との意見交換会を開催

◎議会報告会を 5月に開催予定であったが、新

型コロナウイルスの影響で現在開催を見合

わせている。

◎町ＨＰ、ポスター掲示等さまざまな媒体を活

用し、多くの町民に参加を呼びかけ、議会へ

の関心を高めて頂く。

Ａ

Ｒ２

・各種団体との意見交換会は実施できなかっ

た。

・議会報告会は、新型コロナウイルスの影響で

通常開催が難しいと判断し、町ホームページ

にて令和２年 12 月８日～令和３年１月 15 日

に書面開催を行い 114 件の閲覧があった。

◎町ホームページ、ポスター掲示等のさまざま

な媒体を活用し周知することにより、多くの

町民に参加を呼びかけ、議会への関心を高め

て頂く。

Ｂ
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②社会制度・慣行の見直しと意識づくり

③協働のまちづくりの促進

・通常の議会報告会と異なり、当日参加できな

い方も町ホームページを通して参加するこ

とが出来ること。

・１ヶ月近い期間とホームページ上での開催な

ので、時間や場所を気にすることなく議会報

告会に参加することが出来ること。

・開催終了後もホームページに残るので、資料

としても活用できる。

●町ホームページにアクセスしないと参加す

ることが出来ないこと。

●町民との直接意見交換が出来なかったこと。

●町民への周知が足りなかったこと。

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

家庭、職場、地域社会などにおける社会制度や慣行(社会通念・習慣・しきたり)について、男女が社会

の一員として対等な立場で意思決定をし、自らの責任を果たせるようにしていくなど、意識の啓発に努

めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・慣行の見直しに関する漫画が掲載された「ま

じゅんプランダイジェスト版」を町ホームペ

ージにて公開しました。男女共同参画週間の

パネル展示等でも意識啓発を図りました。

◎引き続き、「町民ホール」や「南風原ギャラリ

ー」、その他の施設で慣行の見直しに関する

パネル展示を行います。また町立図書館でも

関連書籍のコーナーを設置します。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・男女共同参画週間(6/23～6/29)において、パ

ネル展を開催し、社会制度や慣行(社会通

念・習慣・しきたり)についての見直しとその

意識づくりのための広報・啓発活動を行っ

た。

・まじゅんプラン(概要版)に掲載されているマ

ンガを掲載したことにより、町民が興味を引

きやすいように掲示できた。

Ｂ

担当課 総務課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・①情報公開及び個人情報保護制度運営委員会

（女性委員 3 人/8 人中）

②明るい選挙推進協議会（女性 6 人/15 人中）

◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。
Ａ

Ｒ１
・①情報公開及び個人情報保護制度運営委員会

（女性委員 3 人/8 人中）

②明るい選挙推進協議会（女性 5 人/15 人中）

◎令和元年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ２

・①情報公開及び個人情報保護制度運営委員会

（女性委員 3 人/8 人中）

②明るい選挙推進協議会（女性 5 人/15 人中）

・募集の際に男女の制限をせず募集した。

●女性委員の比率が低い状況にある。

◎女性委員の比率が低いため、募集の際は女性

委員の比率を意識して募集を行う。
Ａ

担当課 企画財政課
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取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・①まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会（女

性委員 2人/10 人中）

②行政改革推進委員会（女性委員 3 人/10 人

中）

③男女共同参画推進会議（女性委員 6 人/9 人

中） ◎引き続き、各種審議会、委員会において公募

により委員を募集及び任命し様々な意見を

まちづくりに反映します。

Ａ

Ｒ１

・①まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会（女

性委員 2人/9 人中）

②行政改革推進委員会（女性委員 4 人/9 人

中）

③男女共同参画推進会議（女性委員 6 人/9 人

中）

Ａ

Ｒ２

・①まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会（公

募委員 1人/9 人中）

②行政改革推進委員会（公募委員 1 人/9 人

中）

③男女共同参画推進会議（公募委員 1 人/8 人

中）

・公募委員を募集し、委嘱したことにより、幅

広い意見を取り入れることができた。

●公募委員の割合がまだ少ないので、より多く

の公募委員の人数になるように周知を図る

必要がある。

◎引き続き、各種審議会、委員会において公募

により委員を募集し様々な意見をまちづく

りに反映します。

Ａ

担当課 住民環境課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・①廃棄物減量等推進審議会委員会（女性委員

3 人/9 人中）

◎今年度事業系一般廃棄物手数料見直しの審

議会を開催予定。

◎自治会代表、事業者代表から女性を委嘱する

ようにします。

Ａ

Ｒ１
・①廃棄物減量等推進審議会委員会（女性委員

5 人/9 人中）

◎町指定ごみ袋の料金改定について審議会を

開催予定

◎委員の任期は令和 3年 5 月 31 日まで

Ａ

Ｒ２

・審議委員 9 人の内、5 人が女性委員となって

いる。

・女性委員が多数なので、男女それぞれの立場

の意見を聞くことができた。

●委員の選定について要綱上、宛職のような形

式になっている。

◎公募が適当か検討し公募委員の募集も検討

する。
Ａ

担当課 こども課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・①子ども・子育て支援会議（女性委員 4 人/8

人中）

◎令和２年度からの第２期計画策定に向けて、

数回開催予定です。
Ａ
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◎これまで通り実施します。

Ｒ１
◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。

◎これまで通り実施します。

Ａ

Ｒ２

・子ども・子育て支援会議（女性委員 5 人/9 人

中）

・公募委員を含めて、男女割合が約半数ずつと

なった。

◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。
Ａ

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・地域包括ケア推進協議会委員（女性委員 2人

/10 人中）

障がい者自立支援協議会（女性委員 2 人/10

人中）

健康づくり推進協議会（女性委員 3 人/8 人

中）

◎委員選任に際しては、多様な考えが活かされ

るような登用に努めます。
Ａ

Ｒ１

・地域包括ケア推進協議会委員（女性委員 2人

/9 人中）

障がい者自立支援協議会（女性委員 4 人/8 人

中）

健康づくり推進協議会（女性委員 3 人/8 人

中）

◎委員選任に際しては、女性委員の積極的な登

用や幅広い人材の登用に努めます。
Ａ

Ｒ２

・地域包括ケア推進協議会委員（女性委員 2人

/9 人中）

障がい者自立支援協議会（女性委員 4 人/8 人

中）

健康づくり推進協議会（女性委員 3 人/8 人

中）

第９次南風原町高齢者福祉計画策定委員会

（女性委員 2 人/10 人中）

第５次南風原町障がい者計画等策定委員会

（女性委員 1 人/9 人中）

・女性の参加により、女性ならではの視点から

の意見等が収集でき、より良い委員会が開催

できた。

●委員選任に際しては、女性委員の積極的な登

用や幅広い人材の登用に努める。

Ａ

担当課 国保年金課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・公募実績なし。（「国民健康保険運営協議会」

委員の任期が令和元年８月のため）

・Ｈ30.8.30、Ｈ30.11.13、Ｈ31.2.21、計３回

開催

◎現在の男女構成比率は男性５人女性２人で

あり、男女比率を考慮し選任します。

◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。

Ａ

Ｒ１
・①国民健康保険運営協議会（女性委員 2 人/7

人中）

任期：令和元年 8 月 25 日～令和 4 年 8 月 24

◎欠員が出た際には、男女比率が 50％になるよ

う女性委員の登用を検討する。

◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

Ｂ
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日 らわれず実施します。

Ｒ２

・年度途中で委員に欠員が出たため、新たに女

性委員の登用を行った。（公益を代表する委

員）

・欠員補充後の人数が 7 名中 3 名と、半数近く

が女性委員となり、幅広い意見の聴取ができ

る体制となった。

●今回の補充委員が公益を代表する委員で識

見を有する者である必要があったため、公募

を行うことができなかった。

◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。
Ｂ

担当課 教育総務課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・①スポーツ推進委員（女性委員 4 人/9 人中）

②教育事務点検評価審議会（女性委員 1 人/3

人中）

③学校給食共同調理場運営委員会（女性委員

1 人/14 人）

◎スポーツ推進委員については 2019 年度より

10 名に増員予定で、女性の比率を 50％にす

る予定です。

◎所轄する審議会・委員会は可能な限り公募で

行い、幅広い老若男女の登用を進めます。

Ａ

Ｒ１

・①スポーツ推進委員（女性委員 5 人/10 人中）

②教育事務点検評価審議会（女性委員 1 人/3

人中）

③学校給食共同調理場運営委員会（女性委員

1 人/14 人）

◎スポーツ推進委員については 2019 年度より

10 名 1 人増し、女性の比率を 50％にし、今後

も継続予定です。

◎所轄する審議会・委員会は可能な限り公募で

行い、幅広い老若男女の登用を進めます。

Ｂ

Ｒ２

・①スポーツ推進委員（女性委員 5 人/10 人中）

②教育事務点検評価審議会（女性委員 1 人/3

人中）

③学校給食共同調理場運営委員会（女性委員

1 人/14 人）

・スポーツ推進委員については 2019 年度より

10 名 1 人増し、女性の比率を 50％にし、今後

も継続予定です。

◎所轄する審議会・委員会は可能な限り公募で

行い、幅広い老若男女の登用を進めます。
Ｂ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・いじめ防止等専門委員会の有識者 4 名中、男

性 3 名、女性 1名を選任した。
◎いじめ防止等専門委員会の有識者 4名中、男

性 2 名、女性 2名を選任する予定。

◎高い専門性が求められるため公募は難しい

が、男女にとらわれずに選任していく。

Ａ

Ｒ１
・いじめ防止等専門委員会の有識者 4 名中、男

性 2 名、女性 2名を選任した。
Ａ

Ｒ２

・いじめ防止等専門委員会の有識者５名中、男

性３名、女性２名を選任した。

・委員の男女比率がおおよそ半数のため、男女

にとらわれない意見交換や審議をすること

ができた。

●高い専門性が求められるため公募は難しい。

◎公募は難しいが、今後も男女にとらわれずに

選任していく。
Ａ

担当課 生涯学習文化課

取り組み 各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取
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の内容 り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・①社会教育委員（女性委員 3人/5 人中）

②公民館運営審議会委員（女性委員 2 人/5 人

中）

③図書館協議会委員（女性委員 4 人/5 人中）

④文化財保護委員（女性委員 1 人/5 人中）

⑤文化センター企画運営委員（女性委員 2人

/7 人中）

◎社会教育委員は、5 名中 3 名の女性委員を登

用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

公民館運営審議会委員は、5 名中 2 名の女性

委員を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

図書館協議会委員は、5 名中 4 名の女性委員

を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

文化財保護委員は、5 名中 1 名の女性委員を

登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

文化センター企画運営委員は、7 名中 2 名の

女性委員を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年

度）

◎今後も積極的に推進していきます。

Ａ

Ｒ１

◎社会教育委員は、5 名中 3 名の女性委員を登

用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

公民館運営審議会委員は、5 名中 2 名の女性

委員を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

図書館協議会委員は、5 名中 4 名の女性委員

を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

文化財保護委員は、5 名中 1 名の女性委員を

登用します。（任期：Ｈ31～Ｒ３年度）

文化センター企画運営委員は、7 名中 2 名の

女性委員を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ３年

度）

◎今後も積極的に推進していきます。

Ａ

Ｒ２

・①社会教育委員（女性委員 3人/5 人中）

②公民館運営審議会委員（女性委員 2 人/5 人

中）

③図書館協議会委員（女性委員 4 人/5 人中）

④文化財保護委員（女性委員 1 人/5 人中）

⑤文化センター企画運営委員（女性委員 2人

/7 人中）

・おおむね達成できた。

◎今後も積極的に推進していきます。 Ａ

担当課 まちづくり振興課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・①南風原町都市計画審議会（女性委員 1人/10

人中）

②南風原町景観計画策定委員会（女性委員 1

人/8 人中）

◎①南風原町都市計画審議会（女性委員 1人/10

人中）

◎都市計画審議会では、女性会会長を登用し、

景観計画策定委員は各種団体から役員を募

った結果、女性会から登用する事がでまし

た。

Ａ

Ｒ１
・①南風原町都市計画審議会（女性委員 1人/10

人中）

◎令和元年年度実績に同じ

◎他市町村の策定方法として意見交換会によ

る計画への参画が主であるが委員会方式等

の検討を行う。

Ａ

Ｒ２

・都市計画審議会：実施回数１回

・都市基本計画策定審議会：実施回数１回

・各種委員会より、様々な意見を受け反映させ

る事ができ都市計画マスタープランの(素

案)策定に繋げる事ができた。

◎次年度以降の各種委員については、可能な限

り公募での募集を検討する。
Ａ
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(3)職場における男女平等の実現・生活上の困難に直面する男女への支援

①男女の均等な雇用機会等の確保

●都市計画審議会、委員会において可能な限り

公募での募集を実施したいが、都市計画の専

門的な知識を有する事から公募が必ずしも

有効とはいえない。次年度以降、検討する必

要がある。

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・南風原町中小企業・小規模企業振興審議会（女

性委員 2人/10 人中）
◎審議会委員に女性登用を積極的に図る。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２

・南風原町中小企業・小規模企業振興審議会（女

性委員 2人/10 人）

・女性委員を 2名登用し、多面的な意見聴取が

できた。

●委員の選考対象に女性が少ない。

◎女性委員を多く登用できるよう広く案内し

ていく。
Ａ

担当課 区画下水道課

取り組み

の内容

各種審議会、委員会において、可能な限り公募での委員を募集し、男女にとらわれない様々な意見を取

り入れ町民と協働のまちづくりを推進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
項目なし 項目なし

－

Ｒ１ －

Ｒ２

・津嘉山北土地区画整理審議会委員を募集。(区

画整理事業を施工するにあてって、地権者及

び借地権者の意を代表する機関)本町告示板

に掲載し公募を行った。公募人数は 10 人中 8

人(2 人は学識経験者)。但し募集に当たって

の条件は、区画整理地内地権者及び借地権者

に限る。

・事業内容のとおり公募を行った結果、立候補

者 8 人、定員数であったので結果として選挙

は行われなかった。

・本町告示板に掲載した事により男女共同参画

の取り組みを町民にアピールする事が出来

た。

●土地区画整理審議会委員(地権者及び借地権

者代表)という事で、公募者が想定していた

より少なかった。 審議会委員の役割をわか

りやすく知らしめる必要性を感じた。

◎審議委員会の役割等をわかりやすく周知し

ていく為に、事業進捗状況だけではなく審議

会の内容等も区画整理ニュースに掲載し発

刊をしていきたい。

Ｂ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

職場において、採用・昇進・配置・教育訓練等で性別によって不利な扱いを受けることがないよう、事

業所等への男女雇用機会均等法の普及・啓発を行います。また、パートタイム労働者、契約社員、派遣

労働者等の適切な処遇・労働条件の改善に向けて、パートタイム労働法の普及・啓発を図ります。加え
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②各種ハラスメント(セクハラ、パワハラ、マタハラ、パタハラ等)対策の周知

て、パワー・ハラスメントにより、労働者が不当な扱いを受けることがないよう、「パワー・ハラスメ

ント」の周知に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・男女の均等雇用に関する漫画が掲載されてい

る「まじゅんプランダイジェスト版」を町ホ

ームページにて公開しました。

また、男女共同参画週間ではパワー・ハラス

メント防止の意識啓発に関するパネルを展

示するなど周知を行いました。
◎引き続き、ダイジェスト版のホームページ公

開やパネル展での意識啓発を行います。ま

た、様々なハラスメントについての啓発も行

います。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・男女共同参画週間(6/23～6/29)において、パ

ネル展を開催し、パワー・ハラスメント防止

についての広報・啓発活動を行いました。

・まじゅんプラン(概要版)に掲載されているマ

ンガを掲載したことにより、町民が興味を引

きやすいように掲示できた。

Ｂ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

職場において、採用・昇進・配置・教育訓練等で性別によって不利な扱いを受けることがないよう、事

業所等への男女雇用機会均等法の普及・啓発を行います。また、パートタイム労働者、契約社員、派遣

労働者等の適切な処遇・労働条件の改善に向けて、パートタイム労働法の普及・啓発を図ります。加え

て、パワー・ハラスメントにより、労働者が不当な扱いを受けることがないよう、「パワー・ハラスメ

ント」の周知に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・チラシ、パンフレット等を窓口に設置し啓発

を行った。また、商工会とも連携し、商工会

窓口にも設置した。

◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。
Ｂ

Ｒ１
◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。

◎これまで通り実施する。

Ｂ

Ｒ２

・役場及び商工会窓口においてチラシ・パンフ

レット等を設置し、周知・啓発を行った。

町広報誌及びＨＰへの掲載はできなかった。

・チラシ・パンフレット等を閲覧した町民・事

業者への意識向上を図ることができた。

●本計画の関連記事等の情報収集。

◎厚生労働省の「ポータルサイト」へ登録し、

随時、情報が取得できる体制をつくる。
Ｂ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

誰もが働きやすい職場環境としていくため、事業主に対し、職場の各種ハラスメント対策として雇用管

理上講ずべき措置の周知を行い、認識の向上や適切な対処体制の構築等を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・チラシ、パンフレット等を窓口に設置し啓発

を行った。また、商工会とも連携し、商工会

窓口にも設置した。

◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。
Ｂ

Ｒ１
◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。

◎これまで通り実施する。

Ｂ

Ｒ２

・役場及び商工会窓口においてチラシ・パンフ

レット等を設置し、周知・啓発を行った。

町広報誌及びＨＰへの掲載はできなかった。

チラシ・パンフレット等を閲覧した町民・事

業者への意識向上を図ることができた。

●本計画の関連記事等の情報収集。

◎厚生労働省の「ポータルサイト」へ登録し、

随時、情報が取得できる体制をつくる。
Ｂ



37

③働く女性への妊娠中・出産後の配慮

④育児・介護を支える職場環境の整備

⑤父親の働き方の見直し・育児参加等への啓発

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

女性労働者が妊娠中・出産後において健康で働きやすい職場づくりをめざすとともに、妊娠・出産を理

由とする不利益な扱いを受けないよう、啓発を行います。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・チラシ、パンフレット等を窓口に設置し啓発

を行った。また、商工会とも連携し、商工会

窓口にも設置した。

◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。
Ｂ

Ｒ１
◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。

◎これまで通り実施する。

Ｂ

Ｒ２

・役場及び商工会窓口においてチラシ・パンフ

レット等を設置し、周知・啓発を行った。

・チラシ・パンフレット等を閲覧した町民・事

業者への意識向上を図ることができた。

●本計画の関連記事等の情報収集。

◎厚生労働省の「ポータルサイト」へ登録し、

随時、情報が取得できる体制をつくる。
Ｂ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

仕事と家庭生活の両立に向けて、事業所に対し育児休業制度や介護休業制度の導入を働きかけるととも

に、男女ともに育児休業・介護休業等が取得しやすい環境づくりを促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・チラシ、パンフレット等を窓口に設置し啓発

を行った。また、商工会とも連携し、商工会

窓口にも設置した。

◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。
Ｂ

Ｒ１
◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。

◎これまで通り実施する。

Ｂ

Ｒ２

・役場及び商工会窓口においてチラシ・パンフ

レット等を設置し、周知・啓発を行った。

・チラシ・パンフレット等を閲覧した町民・事

業者への意識向上を図ることができた。

●本計画の関連記事等の情報収集。

◎厚生労働省の「ポータルサイト」へ登録し、

随時、情報が取得できる体制をつくる。
Ｂ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

厚生労働省のイクメンプロジェクトサイトについて周知を図るなど、父親の働き方の見直し、育児参加

に関する啓発を行います。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・チラシ、パンフレット等を窓口に設置し啓発

を行った。また、商工会とも連携し、商工会

窓口にも設置した。

◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。
Ｂ

Ｒ１
◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。

◎これまで通り実施する。

Ｂ

Ｒ２

・役場及び商工会窓口においてチラシ・パンフ

レット等を設置し、周知・啓発を行った。

・チラシ・パンフレット等を閲覧した町民・事

業者への意識向上を図ることができた。

●本計画の関連記事等の情報収集。

◎厚生労働省の「ポータルサイト」へ登録し、

随時、情報が取得できる体制をつくる。
Ｂ
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⑥就労環境改善の啓発

⑦女性の再就職支援に向けた情報提供

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

就業環境の改善を図るため、労働時間等設定改善法、最低賃金等について町内企業への広報・啓発を行

います。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・チラシ、パンフレット等を窓口に設置し啓発

を行った。また、商工会とも連携し、商工会

窓口にも設置した。

◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。
Ｂ

Ｒ１
◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。

◎これまで通り実施する。

Ｂ

Ｒ２

・役場及び商工会窓口においてチラシ・パンフ

レット等を設置し、周知・啓発を行った。

・チラシ・パンフレット等を閲覧した町民・事

業者への意識向上を図ることができた。

●本計画の関連記事等の情報収集。

◎厚生労働省の「ポータルサイト」へ登録し、

随時、情報が取得できる体制をつくる。
Ｂ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

出産や子育てから手が離れた後の女性の雇用について、関係機関との連携のもと、就職情報や講座に関

する情報提供等に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・まじゅんプラン及びダイジェスト版を町ホー

ムページに掲載しました。ダイジェスト版に

は働く女性に関する漫画も掲載されていま

す。

◎関係機関と連携のもと女性の再就職支援に

向けた情報提供が出来るよう努めます。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・男女共同参画週間(6/23～6/29)において、パ

ネル展を開催し、働きやすい職場づくり関し

て広報・啓発活動を行いました。

・まじゅんプラン(概要版)に掲載されているマ

ンガを掲載したことにより、町民が興味を引

きやすいように掲示できた。

Ｂ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

出産や子育てから手が離れた後の女性の雇用について、関係機関との連携のもと、就職情報や講座に関

する情報提供等に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・チラシ・パンフレット等を活用し周知。

Ｈ27 年度末に構築した無料職業紹介システ

ムを活用し、求人・求職の斡旋を行いました。

◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。
Ｂ

Ｒ１
◎広報誌やＨＰ等で周知、啓発を行っていきま

す。

◎これまで通り実施する。

Ｂ

Ｒ２

・役場及び商工会窓口においてチラシ・パンフ

レット等を設置し、周知・啓発を行った。

・チラシ・パンフレット等を閲覧した町民・事

業者への意識向上を図ることができた。

●本計画の関連記事等の情報収集。

◎厚生労働省の「ポータルサイト」へ登録し、

随時、情報が取得できる体制をつくる。
Ｂ
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⑧働く男女の健康管理対策の実施

⑨ひとり親家庭への支援・自立の促進

担当課 総務課

取り組み

の内容
長時間労働の抑制によるメンタルヘルスの確保や職場における健康管理を進めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・安全衛生委員会を開催し、人間ドックや職場

健診の受診状況及びストレスチェックの受

験状況を報告しました。

人間ドックの受診勧奨、職場検診及び産業医

による休職者及びメンタル不調者の面談を

プライバシーに配慮しながら、男女問わず実

施。Ｈ28 年度からは全職員を対象にストレス

チェックを実施しており、今年度は高ストレ

ス者 2名の産業医面談も実施しました。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１

・安全衛生委員会を開催し、時間外勤務の上限

設定について規則改正案を審議し、令和２年

４月１日から時間外勤務の上限設定を実施。

人間ドックの受診勧奨、職場検診及び産業医

による休職者及びメンタル不調者の面談を

プライバシーに配慮しながら、男女問わず実

施。Ｈ28 年度からは全職員を対象にストレス

チェックを実施しており、昨年度に続き今年

度も高ストレス者 2名の産業医面談も実施し

た。

◎令和元年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ２

・令和２年度から時間外勤務の上限設定を実施

した。また、人間ドックの受診勧奨、職場検

診及び産業医による休職者及びメンタル不

調者の面談をプライバシーに配慮しながら、

男女問わず実施。Ｈ28 年度からは全職員を対

象にストレスチェックを実施しており、希望

した高ストレス者 1名の産業医面談を実施し

た。

・時間外勤務上限設定及び人間ドック等の健診

などを行う事により、職員の長時間労健康管

理や健康維持に寄与することが出来た。

●時間外労働上限設定したことにより、課内で

の協力体制の構築が出来たかと考えるが、全

体的に業務内容(過多)による各部課の時間

外勤務の偏りが見られる。

◎引き続き時間外労働時間の把握に努め、適正

な人員配置に努める。
Ｂ

担当課 こども課

取り組み

の内容

母子父子家庭医療費助成事業の継続実施によりひとり親家庭の負担軽減を図ります。また、母子家庭等

就業・自立支援センターなどの関係機関等との連携のもと、自立に向けた生活就労支援や相談事業など

の支援策の実施に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・18 歳未満の児童を扶養している母子及び父

子家庭等に対し、医療費の一部を助成し母子

父子家庭等の生活の安定と自立を支援して

います。

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ２ ・18 歳未満の児童を扶養している母子及び父 ◎これまで通り実施 Ａ
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⑩子どもの孤立(貧困)の防止に向けた支援体制の構築

⑪若年期の自立支援に向けたキャリア教育等の充実

子家庭等に対し、医療費の一部を助成し母子

父子家庭等の生活の安定と自立を支援して

います。

・母子及び父子家庭等に対し、医療費の一部を

助成することにより、生活の安定と自立を支

援し、福祉の増進を図ることにつながった。

※母子及び父子家庭等受給者数

父母 616 名、児童 1,044 名

・母子父子家庭医療費助成事業の継続実施等に

よりひとり親家庭の負担軽減を図ることが

出来た。また、母子家庭等就業・自立支援セ

ンターなどの関係機関等との連携につなが

った。

担当課 こども課

取り組み

の内容

全国に比べて特に深刻な沖縄の子どもの孤立(貧困)やその他の問題を抱えている家庭への支援を行い

ます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・教育委員会を含む各関係機関と連携し、孤立

している子ども達やその世帯の支援を行い

ます。

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ１
◎令和元年度実績に同じ。

◎これまで通り実施します。
Ａ

Ｒ２

・教育委員会を含む各関係機関と連携し、孤立

している子ども達やその世帯の支援を行い

ます。

・子どもの居場所事業、及び若年妊産婦の居場

所事業を実施

子どもの居場所事業 相談者数 273人 居場

所利用 56 名

若年妊産婦の居場所事業 相談者数 38 人

居場所利用 11 名

・当該児童の課題に対応し、保護者支援にもつ

ながった。若年妊産婦支援は、対象者の気持

ちに寄り添い支援を行う事が出来た。

◎これまで通り実施 Ａ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

働く自信がないなどの悩みを持つ若者の自立支援を図るため、支援プログラムの作成や社会的自立・就

業的自立の支援を行う「地域若者サポートステーション」の紹介を行います。また、社会人・職業人と

して自立できる人材を育成するため、沖縄県との連携のもと「みんなでグッジョブ運動」の推進を図り、

若年者等の就業意識向上や雇用の創出に向けて取り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・毎年「海の日」に開催される夏まつりキッズ

パークにおいて、就学児童を対象に、就業意

識向上のため、お仕事体験を行いました。

また、無料職業紹介システムを活用し、求人

情報、求職情報の発信、斡旋を行いました。

◎引き続き広報紙やＨＰ等で周知、啓発を行っ

ていきます。無料職業紹介所の活用を促進

し、雇用の創出に向けて取り組みます。

◎これまで通り実施します。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・５件の求職斡旋を行ったが、企業等からの求

人要件に合わず、就職までには至らなかっ

た。

・少数ではあるが求職者数が増え、企業等から

◎新型コロナウイルス感染症拡大防止のため

の新たな生活様式に対応したイベントを行

う。また雇用サポートセンターについては、

広報活動を行い周知を図る。

Ｂ
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⑫家族従業者への支援

方針４．女性の能力を活かすための積極的方策の推進

(1)政策・意思決定過程への女性の参画拡大

①審議会・委員会など意思決定の場での女性登用率の向上

求人募集の際のマッチング率向上につなが

った。

●雇用サポートセンターについて、認知度が足

りなかった。

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

農業などにおいて女性が対等なパートナーとして経営等に参画できるよう家庭経営協定の確立の普及

を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・平成 30 年度末現在

家族経営協定農家合計 15 組

◎平成 31 年度新規家族経営協定１組、合計 16

組

◎今後も普及推進していきます。

Ａ

Ｒ１
・令和元年度末現在

家族経営協定農家合計 15 組

◎関係機関と連携し、今後も普及推進していき

ます。

◎今後も普及推進していく

Ａ

Ｒ２

・令和２年度末現在

家族経営協定農家 合計 15 組

昨年度と比較し、特に増減はなかった。

・家族協定を結ぶことにより、家族みんなが主

体的に経営に参加でき、意欲と能力を十分に

発揮できる環境作りができる。

●家族で営農している農家は多いが、家族協定

を結んで営農している農家はまだ少ない。

◎農業委員会、ＪＡ関係機関と連携し、今後も

普及推進していきます。
Ｂ

担当課 総務課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・①情報公開及び個人情報保護制度運営委員会

（女性委員 3 人/8 人中）

②明るい選挙推進協議会（女性 6 人/15 人中）

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ｂ

Ｒ１
・①情報公開及び個人情報保護制度運営委員会

（女性委員 3 人/8 人中）

②明るい選挙推進協議会（女性 5 人/15 人中）

◎令和元年度実績に同じ。 Ｂ

Ｒ２

・①情報公開及び個人情報保護制度運営委員会

（女性委員 3 人/8 人中）

②明るい選挙推進協議会（女性 5 人/15 人中）

・募集の際に男女の制限をせず募集した。

●女性委員の比率が低い状況にある。

◎女性委員の比率が低いため、募集の際は女性

委員の比率を意識して募集を行う。
Ｂ

担当課 企画財政課
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取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・①①まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会

（女性委員 2 人/10 人中）

②行政改革推進委員会（女性委員 3 人/10 人

中）

③男女共同参画推進会議（女性委員 6 人/9 人

中） ◎引き続き、各種審議会や委員会においても公

募により委員を募集及び任命し様々な意見

をまちづくりに反映します。

Ｂ

Ｒ１

・①まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会（女

性委員 2人/9 人中）

②行政改革推進委員会（女性委員 4 人/9 人

中）

③男女共同参画推進会議（女性委員 6 人/9 人

中）

Ｂ

Ｒ２

・①まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会（女

性委員 1人/9 人中）

②行政改革推進委員会（女性委員 4 人/9 人

中）

③男女共同参画推進会議（女性委員 5 人/8 人

中）

・男女にとらわれずに、幅広い人材の登用を行

ったため、女性委員の比率が高くなってお

り、男女にとらわれない様々な意見を取り入

れることができた。

◎引き続き、各種審議会や委員会において女性

委員の比率を意識して募集を行う。
Ｂ

担当課 住民環境課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・①廃棄物減量等推進審議会委員会（女性委員

3 人/9 人中）

◎今年度事業系一般廃棄物手数料見直しの審

議会を開催予定です。

◎自治会代表、事業者代表から女性を委嘱する

ようにします。

Ｂ

Ｒ１
・①廃棄物減量等推進審議会委員会（女性委員

5 人/9 人中）

◎町指定ごみ袋の料金改定について審議会を

開催予定

◎委員の任期は令和 3年 5 月 31 日まで

Ａ

Ｒ２

・審議委員 9 人の内、5 人が女性委員となって

いる。

・女性委員が多数なので、男女それぞれの立場

の意見を聞くことができた。

●委員の選定について要綱上、宛職のような形

式になっている。

◎公募が適当か検討し公募委員の募集も検討

する。
Ａ

担当課 こども課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。



43

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・①子ども・子育て支援会議（女性委員 4 人/8

人中）

◎令和２年度からの第２期計画策定に向けて、

数回開催予定

◎これまで通り実施します。

Ａ

Ｒ１
◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。

◎これまで通り実施します。

Ａ

Ｒ２

・子ども・子育て支援会議（女性委員 5 人/9 人

中）

・公募委員を含めて、男女割合が約半数ずつと

なった。

◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。
Ａ

担当課 保健福祉課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・地域包括ケア推進協議会委員（女性委員 2人

/10 人中）

障がい者自立支援協議会（女性委員 2 人/10

人中）

健康づくり推進協議会（女性委員 3 人/8 人

中） ◎委員選任に際しては、女性委員の積極的な登

用や幅広い人材の登用に努めます。

Ｂ

Ｒ１

・地域包括ケア推進協議会委員（女性委員 2人

/9 人中）

障がい者自立支援協議会（女性委員 4 人/8 人

中）

健康づくり推進協議会（女性委員 3 人/8 人

中）

Ｂ

Ｒ２

・地域包括ケア推進協議会委員（女性委員 2人

/9 人中）

障がい者自立支援協議会（女性委員 4 人/8 人

中）

健康づくり推進協議会（女性委員 3 人/8 人

中）

第９次南風原町高齢者福祉計画策定委員会

（女性委員 2 人/10 人中）

第５次南風原町障がい者計画等策定委員会

（女性委員 1 人/9 人中）

・女性の参加により、女性ならではの視点から

の意見等が収集でき、より良い委員会が開催

できた。

◎委員選任に際しては、女性委員の積極的な登

用や幅広い人材の登用に努める。
Ａ

担当課 国保年金課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・公募実績なし。（「国民健康保険運営協議会」

委員の任期が令和元年８月のため）

◎現在の男女構成比率は男性 5人女性 2人であ

り、男女比率を考慮し選任します。
Ｂ
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◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。

Ｒ１

・①国民健康保険運営協議会（女性委員 2 人/7

人中）

任期：令和元年 8 月 25 日～令和 4 年 8 月 24

日

◎欠員が出た際には、男女比率が 50％になるよ

う女性委員の登用を検討する。

◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。

Ｂ

Ｒ２

・年度途中で委員に欠員が出たため、新たに女

性委員の登用を行った。（公益を代表する委

員）

・欠員補充後の人数が７名中３名と、半数近く

が女性委員となり、幅広い意見の聴取ができ

る体制となった。

●今回の補充委員が公益を代表する委員で識

見を有する者である必要があったため、公募

を行うことができなかった。

◎可能な限り公募で委員募集を行い、男女にと

らわれず実施します。
Ｂ

担当課 教育総務課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・①スポーツ推進委員（女性委員 4 人/9 人中）

②教育事務点検評価審議会（女性委員 1 人/3

人中）

③学校給食共同調理場運営委員会（女性委員

1 人/14 人）

◎スポーツ推進委員については 2019 年度より

10 名に増員予定で、女性の比率を 50％にす

る予定です。

◎所轄する審議会・委員会は可能な限り公募で

行い、幅広い老若男女の登用を進めます。

Ｂ

Ｒ１

・①スポーツ推進委員（女性委員 5 人/10 人中）

②教育事務点検評価審議会（女性委員 1 人/3

人中）

③学校給食共同調理場運営委員会（女性委員

1 人/14 人）

◎スポーツ推進委員については 2019 年度より

10 名 1 人増し、女性の比率を 50％にし、今後

も継続予定です。

◎所轄する審議会・委員会は可能な限り公募で

行い、幅広い老若男女の登用を進めます。

Ｂ

Ｒ２

・①スポーツ推進委員（女性委員 5 人/10 人中）

②教育事務点検評価審議会（女性委員 1 人/3

人中）

③学校給食共同調理場運営委員会（女性委員

1 人/14 人）

・スポーツ推進委員については 2019 年度より

10 名 1 人増し、女性の比率を 50％にし、今後

も継続予定です。

◎所轄する審議会・委員会は可能な限り公募で

行い、幅広い女性の登用を進めます。
Ｂ

担当課 学校教育課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・いじめ防止等専門委員会の有識者 4 名中、男

性 3 名、女性 1名を選任しました。
◎いじめ防止等専門委員会の有識者 4名中、男

性 2 名、女性 2名を選任する予定。

◎高い専門性が求められるため公募は難しい

が、男女にとらわれずに選任していく。

Ｂ

Ｒ１
・いじめ防止等専門委員会の有識者 4 名中、男

性 2 名、女性 2名を選任した。
Ａ

Ｒ２ ・いじめ防止等専門委員会の有識者５名中、男 ◎公募は難しいが、今後も男女にとらわれずに Ｂ
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性３名、女性２名を選任した。

・委員の男女比率がおおよそ半数のため、男女

にとらわれない意見交換や審議をすること

ができた。

●高い専門性が求められるため公募は難しい。

選任していく。

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・①社会教育委員（女性委員 3人/5 人中）

②公民館運営審議会委員（女性委員 2 人/5 人

中）

③図書館協議会委員（女性委員 4 人/5 人中）

④文化財保護委員（女性委員 1 人/5 人中）

⑤文化センター企画運営委員（女性委員 2人

/7 人中）

◎社会教育委員は、5 名中 3 名の女性委員を登

用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

公民館運営審議会委員は、5 名中 2 名の女性

委員を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

図書館協議会委員は、5 名中 4 名の女性委員

を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

文化財保護委員は、5 名中 1 名の女性委員を

登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

文化センター企画運営委員は、7 名中 2 名の

女性委員を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年

度）

◎今後も積極的に推進していきます。

Ｂ

Ｒ１

◎社会教育委員は、5 名中 3 名の女性委員を登

用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

公民館運営審議会委員は、5 名中 2 名の女性

委員を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

図書館協議会委員は、5 名中４名の女性委員

を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年度）

文化財保護委員は、5 名中 1 名の女性委員を

登用します。（任期：Ｈ31～Ｒ２年度）

文化センター企画運営委員は、7 名中 2 名の

女性委員を登用します。（任期：Ｒ元～Ｒ２年

度）

◎今後も積極的に推進していきます。

Ｂ

Ｒ２

・①社会教育委員（女性委員 3人/5 人中）

②公民館運営審議会委員（女性委員 2 人/5 人

中）

③図書館協議会委員（女性委員 4 人/5 人中）

④文化財保護委員（女性委員 1 人/5 人中）

⑤文化センター企画運営委員（女性委員 2人

/7 人中）

・おおむね達成できた。

◎今後も積極的に推進していきます。 Ｂ

担当課 まちづくり振興課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・①南風原町都市計画審議会（女性委員 1人/10

人中）

◎①南風原町都市計画審議会（女性委員 1人/10

人中）
Ｂ
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②南風原町景観計画策定委員会（女性委員 1

人/8 人中）

◎都市計画審議会委員は条例により学識経験

者、町議会議員、行政関係者と定められてい

ます。景観計画策定委員に女性委員を登用す

る事が出来ました。

Ｒ１
・①南風原町都市計画審議会（女性委員 1人/10

人中）

◎令和元年度実績に同じ

◎都市計画審議会委員は条例により学識経験

者、町議会議員、行政関係者と定められてい

る。（次回委員会編成の時、女性委員増を検

討）

Ｂ

Ｒ２

・都市計画審議会：（女性委員 1 名/10 人中）

・都市基本計画策定審議会：（女性委員 3名/10

人中）

・都市計画審議会委員等の選任については幅広

い人材の登用を実施した事により、各専門的

な分野からの意見を拝聴する事が出来た。

●第四次総合計画の目標値に近づけるよう、次

年度以降の委員選任については検討する必

要がある。

◎次年度以降の各種委員については、可能な限

り公募での募集を検討する。
Ｂ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・①南風原町中小企業・小規模企業振興審議会

（女性委員 2 人/10 人中）

②人・農地プラン作成事業検討委員（女性委

員 2 人/8 人中）

◎審議会委員の中に女性の登用を積極的に図

ります。

◎女性委員登用を積極的に図ります。

Ｂ

Ｒ１
◎委員の中に女性の登用を関係機関との連携

により積極的に図る。

◎女性委員登用を積極的に図る。

Ｂ

Ｒ２

・南風原町中小企業・小規模企業振興審議会（女

性委員 2人/10 人）

人・農地プラン作成事業検討委員（女性委員

0 人/6 人）

・女性委員を 2名登用し、多面的な意見聴取が

できた。

●委員の選考対象に女性が少ない。

人・農地プラン作成事業検討委員の資格要件

である農業士の資格期限がきれたことによ

り、女性委員が 0人となっている。農業士に

ついては、南風原町だけでなく南部全体でも

減少している現状である。

◎人・農地プラン作成事業検討委員に女性を登

用できるよう、委員資格について関係機関と

連携し、資格要件等を検討することで女性委

員の増を積極的に図る。

Ｃ

担当課 区画下水道課

取り組み

の内容

審議会・委員会委員の選任方法について、可能な限り公募による委員を募集するなど女性委員が登用さ

れやすいように見直しを図り、幅広い人材の登用に努めます。また、審議会・委員会等における女性委

員のいない審議会等の解消や、第四次総合計画の目標である女性委員比率の 50％に向けて積極的に取

り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
項目なし 項目なし

－

Ｒ１ －
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②役場女性職員の管理職等への登用促進

Ｒ２

・津嘉山北土地区画整理審議会委員を募集。(区

画整理事業を施工するにあてって、地権者及

び借地権者の意を代表する機関)本町告示板

に掲載し公募を行った。公募人数は 10 人中 8

人(2 人は学識経験者)。但し募集に当たって

の条件は、区画整理地内地権者及び借地権者

に限る。

・事業内容のとおり公募を行った結果、立候補

者 8 人、定員数であったので結果として選挙

は行われなかった。

・本町告示板に掲載した事により男女共同参画

の取り組みを町民にアピールする事が出来

た。

●土地区画整理審議会委員(地権者及び借地権

者代表)という事で、公募者が想定していた

より少なかった。審議会委員の役割をわかり

やすく知らしめる必要性を感じた。

◎審議委員会の役割等をわかりやすく周知し

ていく為に、事業進捗状況だけではなく審議

会の内容等も区画整理ニュースに掲載し発

刊をしていきたい。

Ｂ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

女性職員について、研修などへの積極的な参加を促すとともに、やる気のある女性の昇任・管理職への

登用、職域の拡大を図るなど、積極的改善措置(ポジティブアクション)の働きかけを行います。また、

このような女性職員をサポートするため、多くの職員の理解がある環境を整備します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・男女共同参画週間に町民ホールで女性のエン

パワーメントについてのパネルを展示し、職

員の意識啓発を行いました。

また、11 月には町職員及び関係者向けの研修

会を開催し、職員への周知を図りました。

◎引き続き男女共同参画週間でパネル展を開

催し職員の意識啓発を図るとともに、職員及

び町民向けの意識啓発の研修を開催します。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２
・町職員及び町民向けの研修会については、新

型コロナウイルス感染症拡大のため、開催に

は至らなかった。

Ｄ

担当課 総務課

取り組み

の内容

女性職員について、研修などへの積極的な参加を促すとともに、やる気のある女性の昇任・管理職への

登用、職域の拡大を図るなど、積極的改善措置(ポジティブアクション)の働きかけを行います。また、

このような女性職員をサポートするため、多くの職員の理解がある環境を整備します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・研修などへの参加については、男女問わず受

講勧奨を実施。特に女性リーダーをテーマに

した内容の研修参加については対象職員に

対し個別に受講勧奨を行いました。

・平成 31 年４月１日現在、女性管理職は 5 名

となり、平成 30 年度と比較し 1 名増となり

ました。

◎平成 30 年度実績に同じ。 Ａ

Ｒ１

・研修などへの参加については、男女問わず受

講勧奨を実施。特に女性リーダーをテーマに

した内容の研修参加については対象職員に

対し個別に受講勧奨を行った。

Ｒ2.4.1 現在、女性管理職は 6名で、Ｈ31.4.1

と比較し 1 名増となり、県内で一番高い登用

率となっています。

◎令和元年度実績に同じ。 Ａ
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③人材に関する情報の収集と発掘

④民間企業・団体等に対する女性の管理職登用の啓発実施

⑤防災の分野に関する意見の反映や女性委員の登用

Ｒ２

・研修などへの参加については、男女問わず受

講勧奨を実施。特に女性リーダーをテーマに

した内容の研修参加については対象職員に

対し個別に受講勧奨を行った。

Ｒ3.4.1 現在、女性管理職は 6 名で、昨年同

様に県内で一番高い登用率となっています。

・女性管理職は県内で一番高い登用率となって

おり、班長以下の女性職員において、身近に

目標とするロールモデルとなっている。

Ａ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

町民の参画・協働を図る様々な場面において、女性団体長のリストを活用していくとともに、その更新

を図ります。併せて、各分野で活躍する町内の女性人材について、個人情報に配慮しつつ収集・整理・

発掘を行い、女性人材リストとしての充実を検討します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・町内女性団体等代表者のリストの更新を行い

ました。

◎町内女性団体等のリストを更新するととも

に、各分野で活躍する女性人材について新た

に発掘し、女性人材リストとしての充実を図

ります。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・町内女性団体等代表者のリストを更新しまし

た。

●各分野で活躍している女性人材を新たに発

掘し、町内女性団体等代表者のリストの充実

を図る必要がある。

◎沖縄県の男女共同参画センターと連携して

他にも町出身者がいないか模索する。
Ａ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

民間企業や商工会等関係団体、自治会等に対し、女性の登用・女性管理職登用の啓発に努めます。また、

広報紙等を活用し、女性自治会長や女性起業家・事業者等の女性リーダーの紹介を行うなど、意識啓発

に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・女性の採用・女性管理職登用に関する啓発チ

ラシ・ポスターを窓口設置し、商工会とも連

携して啓発に努めました。

◎広報誌等を活用し周知していく。
Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・女性の採用・女性管理職登用に関する啓発チ

ラシ・ポスターを窓口設置し、商工会とも連

携して啓発に努めました。

●女性からの相談件数が少ない。

◎商工会と連携し、幅広く情報を周知してい

く。
Ｂ

担当課 総務課

取り組み

の内容

町の地域防災計画や災害時の避難や被災後の生活での様々な問題を解決するために女性や障がいを持

った方の視点を取り入れたり、防災会議の委員などに登用するよう努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・図上訓練において、シナリオに障がいを持つ

方への対応を取り入れ、災害時の対応を確認

しました。

◎防災訓練において、積極的に女性や障がいを

持った方の意見を取り入れ、実際に訓練に反

映させていきます。

◎訓練において、女性の視点も取り入れていき

Ａ
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(2)女性のエンパワーメントに対する支援の充実

①女性リーダーの育成

ます。

Ｒ１
・沖縄盲学校が実施した訓練において、実施後

の意見交換会に参加し、障がいを持った方の

課題や解決策を模索した。

◎防災訓練において、積極的に女性や障がいを

持った方の意見を取り入れ、実際に訓練に反

映させる。

Ａ

Ｒ２

・国土強靱化地域計画策定において、策定委員

会委員の３割が女性となっており、女性の視

点を取り入れた計画策定に取り組んだ。

・計画策定段階にて、女性の視点を取り入れる

ことで、災害前に体制を整えることができ

る。

●地域防災計画においても、女性委員の登用を

図ることができるよう取り組む必要がある。

◎地域団体等にて活躍している方々に対し、女

性視点の防災の必要性を理解いただき、委員

承諾に関し協力依頼を行う。

Ｂ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

各団体や地域等で活動する女性リーダーの育成に向け、国内外の各種研修への派遣を継続するととも

に、女性リーダー研修の実施や女性のエンパワーメントにつながる生涯学習講座等の実施に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・２年連続で南風原町から女性の翼への派遣希

望者を推薦し、研修費の助成を行いました。

また、派遣者は研修の終了後に女性団体等交

流会にて報告会を開催し、情報の共有を図り

ました。

◎引き続き、女性の翼への推薦及び報告会の開

催を予定します。
Ａ

Ｒ１
・女性の翼への推薦依頼を各団体へ送付した

が、応募者がおらず、推薦をすることができ

なかった。

◎引き続き、女性の翼への推薦を行っていきま

す。
Ｂ

Ｒ２
●「女性の翼」への推薦依頼を各種団体へ行っ

たが、自己負担が大きいため応募者がおらず

推薦することができなかった。

◎今後は、自己負担の少ない研修へ参加を促し

女性リーダーの育成に努めていく。
Ｂ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

各団体や地域等で活動する女性リーダーの育成に向け、国内外の各種研修への派遣を継続するととも

に、女性リーダー研修の実施や女性のエンパワーメントにつながる生涯学習講座等の実施に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・町女性連合会が主催する女性リーダー研修会

に対し、補助金を支出するとともに、研修企

画の支援を行いました。

◎今年度からリーダー研修に対する補助金は

行わないが、企画立案の補助等で研修に対し

助成を継続していきます。

◎今後も推進していきます。

Ａ

Ｒ１
・町女性連合会が主催する女性リーダー研修会

に対し、研修企画の助言等で支援を行った。

◎令和元年度実績に同じ

◎今後も推進していきます。
Ａ

Ｒ２

・令和２年度はコロナ禍の影響もあり、女性会

リーダー研修の計画はあったが、実施はされ

なかった。

・毎年研修を行うことで、女性会のリーダー育

成のみならず、会員相互の親睦を深める重要

な事業となっている。

●研修内容がマンネリ化しないように、調査検

討を要する。

◎研修内容がマンネリ化とならないように、他

地区の研修内容の情報収集に努める。
Ａ
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②女性団体連絡協議会の設立支援

③女性のための職業能力開発講座等の充実

担当課 企画財政課

取り組み

の内容

女性のエンパワーメントと交流につながる取り組みである女性団体等交流会を発展させ、女性団体の連

携を図りながら町女性団体連絡協議会の立ち上げを支援します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・女性団体等交流会を１回開催し、女性団体の

連携を図りました。また、沖縄県女性海外セ

ミナーに参加した方をお呼びし、研修報告も

行いました。

◎引き続き女性団体等交流会を開催し、女団協

の立ち上げを支援します。

◎すぐに女団協の設立は厳しいため、現時点で

は連携強化・情報共有などを目的に開催しま

す。

Ｂ

Ｒ１
・２月頃に女性団体等交流会の開催をする準備

をしていたが、コロナウイルスの影響によ

り、開催ができませんでした。

◎女性団体等交流会を開催し、各女性団体の交

流を活性化させるよう努力します。

◎すぐに女団協の設立は厳しいため、現時点で

は連携強化・情報共有などを目的に開催しま

す。

Ｄ

Ｒ２

・２月頃に女性団体等交流会を開催する予定を

していたが、新型コロナウイルス感染症拡大

により交流会を開催することができなかっ

た。

●各団体の運営について負担になっている状

況で、さらに女性団体等協議会を設立した際

には、その運営まで負担となってしまうた

め、女性団体等協議会を設立するに至ってい

ない。

◎引き続き女性団体等交流会を開催し、各女性

団体の交流を活性化させるよう努力します。
Ｄ

担当課 企画財政課

取り組み

の内容
関係機関等との連携のもと、女性の能力開発のための講座の実施・充実に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・おきなわ女性財団の実施する講座の広報を行

いました。また、女性のエンパワーメントの

観点から、女性団体等交流会において、沖縄

県女性海外セミナーの研修報告を行い、研修

内容の共有を図りました。

◎関係機関と連携し、女性のための職業能力開

発講座等の周知・普及を図ります。
Ｂ

Ｒ１

・沖縄県女性就業・労働相談センターの後援に

より、「職場のハラスメント防止～みんなで

取り組む働きやすい職場づくり～」を開催

し、働きやすい職場づくりのための講座を実

施しました。

◎引き続き関係機関と連携し、女性のための職

業能力開発講座等の周知・普及を図ります。

Ａ

Ｒ２
・新型コロナウイルス感染症拡大のため、研修

を開催することができなかった。
Ｄ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容
関係機関等との連携のもと、女性の能力開発のための講座の実施・充実に努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価
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④女性起業家への支援

方針５．平和への貢献、国際協調と文化の創造

(1)平和の継承と発信

①平和特別授業の開催等の取り組みや平和交流の推進

Ｈ30

・公民館学級講座で「手作り折り紙雛人形」「ズ

ンバ＆ピラテイス｝「袋物工芸」「腸もみ」「押

し花教室」「結書」「カラー」「免疫力をあげる

ための健康講座」等 18 講座を実施し、女性が

元気いきいき健康な体作りに向けた講座を

新たに実施しました。

◎公民館学級講座で「手作り折り紙雛人形」「お

うちパン」「パステルアート」「家庭料理」「お

片付け」等新たな講座を取り入れた講座を開

設し、女性が元気いきいき健康な体作りに向

けた講座を新たに実施します。

◎楽しく学べる講座の開設に努めます。

Ａ

Ｒ１

・公民館学級講座で「手作り折り紙雛人形」「ズ

ンバ＆ピラテイス」「結書」「カラー」｢免疫力

をあげるための健康講座｣等 23 講座を実施

し、女性が元気いきいき健康な体作りに向け

た講座を新たに実施しました。

Ａ

Ｒ２

・公民館学級講座で「手作り折り紙雛人形」「カ

ラー講座(自分カラー発見)」「結書」｢免疫力

をあげるための健康講座｣等 15 講座を実施

し、女性が元気いきいき健康な体作りに向け

た講座実施しました。

・楽しく学べる講座を開設することができた。

◎今後も楽しく学べる講座の開設に努めます。 Ａ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容
町商工会等の関係機関と連携し、女性起業家育成のための講座の実施、情報提供や相談を行います。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・平成 29 年策定した「創業支援事業計画」に基

づき商工会と連携し起業希望者の対応を数

件行った。

・具体的計画段階にない起業希望者にはインキ

ュベーションプラザを紹介した。

◎「創業支援事業計画」に基づき、沖縄ビジネ

スインキュベーションプラザと連携を図り、

女性起業家向けの創業塾を開催し、女性起業

家への支援を図る。

◎左記の計画に基づき、支援を図っていく。

Ｂ

Ｒ１ Ｂ

Ｒ２

・平成 29 年策定した「創業支援事業計画」に基

づき商工会と連携して女性の企業相談者へ

の対応を数件行った。

・女性の企業に特化した民間のサポート機関と

連携し、安心して起業の相談ができる環境を

つくることができた。

●相談件数が少ない。

◎商工会や、金融機関などの関係機関と連携し

広く周知していく。
Ｂ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

平和教育において「南風原文化センター」での戦争・平和に関する講話や展示会、学校に出向いての特

別授業を実施し、平和の大事さを伝えるなど平和学習の機会を充実させ、戦争と平和、人権や差別など

を地域との交流を通して学ぶ機会を創ります。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・学校での平和学習の取り組みでは、学校コー

ディネーターや平和ガイドと協力し戦争体

験者をお招きしたり、紙芝居等で子どもたち

に戦争の実相を伝えたりすることができま

した。企画展では第 81 回「海外に残る日本軍

◎平成 30 年度の実績と同様に、学校の対応を

充実させること、企画展は開館 30 周年を機

にこれまでの南風原町の平和への取り組み

を振り返り、第 84 回企画展「戦争と平和を考

えた南風原町の取り組み」を開催します。子

Ａ
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②家庭・学校・地域における平和教育等の推進

の足跡」を開催しました。子ども平和学習交

流事業は予定通り、8 人の小学６年生が事前

学習本研修を重ね報告書を発刊しました。

ども平和学習は新６年生を平年通りのプロ

グラムで学習を重ねていきます。

あらためて、「平和学習」の意味を先生方やコ

ーディネーターらと話し合い、着実な実績と

今後に向けた情報の収集、常にアンテナを高

く上げ、状況に応じた取り組みを積極的に行

える体制を整えていきます。

Ｒ１

・学校コーディネーターと協力し、各小中校の

南風原文化センターや陸軍病院壕の見学受

け入れ、戦争・平和に関する講話や展示会、

学校に出向いての特別授業を実施した。

◎令和元年度実績に同じ

コロナ休暇で、学校での授業ができないこと

に配慮し、映像で文化センター発信の平和学

習教材の製作を予定している。

◎学校や、文化センターの特別休業のみなら

ず、平和学習ができる資料の教材化を構築

し、映像で配信するなどの取り組みも必お湯

と思われる。その計画に取り組みたい。

Ａ

Ｒ２

・学校での平和学習は南星中学校が全校生徒に

各教室の電子黒板と別室をリモートで繋ぎ、

別室で、パワーポイントに編集した教材で授

業を行いました。

・平和学習では性差に関係なく戦争の歴史、人

権に関わる問題や実態について学習しまし

た。

●動画製作について既存資料の活用方法をも

う少し検討する必要があると感じました。

◎製作した映像の活用については、教材として

使う、ＨＰなどで紹介するなどの、広報も取

り組みたいと思います。ＨＰで自由に見ても

らう映像、学校での平和学習や他施設の展示

会への貸し出し用の映像等の活用について

も具体化していきたいです。

Ａ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

学校教育や生涯学習と連携し平和学習の推進を図ります。また、沖縄陸軍病院南風原壕群の保存・活用

を図るとともに南風原平和ガイドの会の育成・支援、平和ガイドとして町民の参画を促進します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・小・中学校の平和学習への講師派遣や、戦争

遺物の貸し出しなどを行いました。

・「沖縄陸軍病院南風原壕群 20 号現況調査検討

部会」、「沖縄陸軍病院南風原壕群及び黄金森

周辺戦跡活用検討部会」の中で検討した内容

を取りまとめました。取りまとめた内容は、

町文化財保護委員会より南風原町に答申さ

れました。

また、南風原平和ガイドの第 10 期生の養成

講座を実施し、最終的に 7 名のガイドを養成

しました。

◎引き続き、小・中学校の平和学習への講師派

遣や、戦争遺物の貸し出しなどを行います。

平成 30 年度に南風原町文化財保護委員会よ

り答申された陸軍病院壕の保存・活用の施策

の実行を図ります。

◎過去２年間は、20 号壕の入壕者数が１万人を

下回っているため、入壕者数の増加を図って

いきます。また、見学者の学習の満足度を高

めるため、今後も飯上げ体験を実施するとと

もに、見学者の学習ニーズに答えた平和学習

の検討を行います。

Ａ

Ｒ１

・20 号壕のガイド、小・中学校の平和学習への

講師派遣、戦争遺物の貸し出しを行いまし

た。令和元年度は、新型コロナの影響で 2月

末頃からキャンセルが相次ぎ、壕の見学者は

9,028 名に留まりました。また、新たな取り

組みとして、平和ガイドと協力して戦争体験

者への聞き取り調査を行いました。

・令和元年度は、町内在住の 9名の方から沖縄

戦前から戦後の様子までお話を聞くことが

出来ました。

◎引き続き、壕の保存公開や学校等との連携を

進めます。戦争体験の聞き取り調査は、調査

分の文字起こしの他、継続して調査を進めま

す。

◎前年度取り組めなかった、町文化財保護委員

会より答申された黄金森や病院壕の保存・活

用施策の実施方法の検討および関係部署と

調整を行います。

◎密閉した空間である 20 号壕は、新型コロナ

の影響が大きいため、開けた空間(黄金森な

ど)で行う平和学習の方法も検討する必要が

あります。

◎現状、見学団体より要望があれば、飯上げの

Ａ
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③平和事業の活動拠点を活かした事業の充実

(2)国際交流と伝統文化の継承

①国際交流事業の充実

道を活かした「飯上げ体験」を実施し、より

深い追体験が出来る取り組みも行っていま

す。

Ｒ２

・小・中学校の平和学習は、必要な講師派遣、

戦争遺物の貸し出しを行いました。

・10 月には、屋外の戦跡案内を進めましたが、

感染症の影響により見学キャンセルが多く

生じました。見学者数は例年、9,000～10,000

名いますが、令和３年度は 10％以下の 674 名

でした。

●文化財保護委員会から答申された黄金森周

辺の戦争遺跡の活用について、引き続き実施

可能な事項から施策を進める必要がありま

す。

●20 号壕内部を通過して見学するための感染

症対策の方法について、検討が必要です。

◎20 号壕内部を通過して見学するには換気が

必須であるため、湿度の増減が少ない換気方

法の検討が必要です。今後、ドアの開閉(換

気)度合いと時間と湿度変化の関係について

計測の上、内部の見学方法の検討を行いま

す。

Ｂ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

子ども平和学習事業の充実と、そのＯＢ達からなる「アオギリ.com」およびその下部組織の「南風原ユ

ース」の組織強化などを通し、継続した平和学習と実践的な活動の拡充に取り組みます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・子ども平和学習のＯＢ会「アオギリ.com」は、

自分たちで、計画通りの活動を継続しまし

た。子ども平和学習交流事業参加者ＯＢの中

から、新たな活動の提案もあり、今後の組織

での活動についての検討が確認しました。

◎平和を考える若者たちの組織として、新たな

提案と共に、具体的な活動計画を策定しま

す。

◎常に情報を共有し、若者たちの意見交換の場

を取り入れ、創造的な活動ができるバックア

ップ体制を考える必要を感じます。

Ａ

Ｒ１

・第 26 回南風原町子ども平和学習交流事業は、

例年通り、４校各 2 人ずつの計 8 人が学校長

から推薦され、事前学習、本研修報告会の開

催、報告書のまとめと出版を終えることが出

来た。

◎例年通りを計画しているが、COVID19 の影響

で県外訪問が難しそうであれば、県内研修を

中心に、「平和、戦争、人権、差別」をテーマ

に、学習の方法を検討したい。ホームページ

に学習動画をリンクさせ公表できるような

取り組みも考えたい。

◎例年通りの６年生と、ＯＢ達をむすび、若者

たちの新しい感性で、平和を考える企画、戦

争の歴史を向かい合う機会を作っていきた

い。

Ａ

Ｒ２

・コロナの感染拡大の影響を受け、県外研修や

宿泊研修は中止になったものの、例年通り、

４小学校から 8人の６年生のメンバーで、で

きる学習に取り組みました。

●メンバーの交流の機会をもう少し考えて、共

同作業をし、積極的に意見交換の場を設ける

などの時間の時間がもう少し必要でした。

◎せっかく学習したことをまとめ、新聞づくり

や報告会などを通して、メンバーのコミュニ

ケーションをとる機会をつくりたいと思い

ます。

Ｂ

担当課 生涯学習文化課

取り組み 町内の中学生をハワイとカナダへ交互に派遣し、海外の文化や現地生活の体験を通して国際理解を深
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②海外移住者子弟研修生受け入れ事業、海外青年派遣事業の実施

③国際理解を深められる機会の創出

の内容 め、広い視野を持った豊かな人材を育成します。また、今後も派遣する児童、生徒とともに友好都市(カ

ナダ：レスブリッジ市)への町職員派遣を推進し、派遣を希望する町職員をできるだけ多く派遣できる

よう努めます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・アメリカ合衆国ハワイ州ホノルル市へ中学生

を 10 名(男子 2 名女子 8 名)派遣しました。

◎カナダ国レスブリッジ市等へ中学生を 10 名

派遣予定です。

◎継続して事業を行うことで国際交流に関わ

る人材育成の人数を増やし、ＯＢＯＧを事前

研修に活用する等世代間の交流を図ること

で伝統的な意識付けを行います。

Ａ

Ｒ１

・カナダ国ブリティシュコロンビア州のバンク

バー。アルバータ州のバンフ、カルガリー、

レスブリッジへ中学生 10 名(女子 7 名、男子

3 名)を派遣。

◎アメルカ合衆国ハワイ州ホノルルに中学生

10 名を派遣予定。

◎継続して事業を行うことで国際交流に関わ

る人材育成の人数を増やし、ＯＢＯＧを事前

研修に活用する等世代間の交流を図ること

で伝統的な意識付けを行います。

Ａ

Ｒ２
・新型コロナウイルス感染症の影響により事業

中止
Ｄ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

南風原町から海外へ移住した人々の子弟を受け入れ交流を重ねることにより互いの理解を深め、その経

験を自国の発展に役立てることができるような人材育成を目指し、今後は町から海外への人材派遣も推

進していきます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・９月から 12 月までの３ヶ月間、アルゼンチン

から１人の研修生を受け入れ、書道、料理、

日本語等の研修を重ね、学校に出向いて、自

国の紹介を他の市町村の研修生とともに取

り組みました。

◎予算状況を鑑み、より充実した研修、今後の

方向性を見据えたつながりを継承していき

ます。

Ａ

Ｒ１ ・事業無し

◎ブラジルから 1人 2 か月を予定。

◎移民先から子弟が研修で訪れるが、時期や期

間について、検討しなければならない。この

研修のために休学や仕事を辞めるなどを余

儀なくされ、厳しい条件になると希望者もい

なくなるとの指摘があった。町が移民の歴史

を相互に若い愛、交流を深める意義を再度検

討したい。

Ｄ

Ｒ２ ・コロナの感染拡大防止により事業は中止 Ｄ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

海外展の開催や町内外に在住する外国人と交流するイベントなどを開催することで海外を身近に感じ、

国際理解を深められるような取り組みを充実させます。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・海外の友好協会等の催し物の講演や協力をし

ました。

外国人来館者へ、積極的に繋がりを持ち、英

語のガイドブックや映像などを積極的に活

用しました。

◎平成 30 年度実績に同じ。

◎海外の来館者へのスムーズな対応、事業の共

催などの申し入れに、積極的に取り組める体

制を考えていきます。

Ａ
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④地域における伝統芸能・文化の継承

⑤琉球絣、南風原花織(町の特産品)の担い手の育成支援

Ｒ１

・南風原文化センター30 周年の機会に、これま

で交流のあった、織物関係者がタイ国、イン

ドからお見えになり、展示会やワークショッ

プを開催できた。また平和資料館つながりの

インド・インパールから音楽家が来町し、沖

縄の歌とのコラボを実現するコンサートも

開催できた。

◎ブラジルから染織研究家、工芸家、研究者が

来町予定で、織物産地として、その文化を紹

介したり、交流を深める予定。

◎単に海外といっても、共通の課題、テーマを

持ち、より現実的な具体的な取り組みになる

ようにしていきたい。世代間のつながり、歴

史を背景とした移民のつながりも深めたい。

Ａ

Ｒ２ ・コロナ感染拡大防止のため特に事業はなし Ｂ

担当課 生涯学習文化課

取り組み

の内容

各字にある棒術や獅子舞等を町指定文化財へ指定し後継者の育成を図ることや他市町村との共催によ

る芸能交流会の開催などを検討し伝統芸能の保存、継承を図ります。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30
・伝統芸能活性化のため補助金の交付を２団体

見込んでいましたが１団体(喜屋武)から要

望があり１団体のみ実施しました。

◎令和元年度は、各字の要望を確認する予定で

す。

◎令和２年度には、各字の要望を確認して予算

要望する予定です。

Ｂ

Ｒ１ ・事業無し

◎令和２年度は、１自治会(神里)からの要望に

基づき事業を予定しています。

◎今後も各自治会からの要望を確認して予算

要求をする予定です。

Ｄ

Ｒ２

・町内の伝統芸能継承を推進するため２自治会

（神里・津嘉山）へ伝統芸能保存や継承への

取り組みに必要な道具の修繕や購入に対す

る補助金を交付した。

・神里は十五夜遊びで獅子舞６回上演してい

る。（新型コロナウイルス影響下でも対策を

講じて伝統芸能保存継承が図られた。）

津嘉山は組踊り・狂言など上演の機会をうか

がってきたが新型コロナウイルスの影響を

うけ上演できなかった。（今後上演するため

の道具の準備は整えられた。）

●補助を受けた自治会は、伝統芸能の保存・継

承に積極的に取り組んでいるが新型コロナ

ウイルスの影響をうけ上演の機会が激減し

当初の目標達成に至っていない。

◎伝統芸能は地域の若者達への郷土愛を育て、

地域の歴史も学びながら地域の中で世代間

コミュニティをとる手段にもなっている。引

き続き自治会や芸能関係団体と相談し、各種

祭りやイベントなどへ積極的に出演依頼を

行い、上演の機会を確保することで、上演本

番に向けた練習も増やして各字の伝統芸能

への関心を高め、後継者を育成していく。

Ｂ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

町の特産品である琉球絣や南風原花織の町内伝統工芸を保存するために男性、女性にこだわらず多くの

担い手の育成を支援します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30

・南風原花織が伝統的工芸品に指定され、振興

対策事業として、後継者育成事業と販路開拓

事業を実施しました。琉球絣の後継者育成事

業では男性 2 名、女性 4名、南風原花織の後

継者育成事業では女性 6名の担い手の育成を

行いました。

◎琉球絣、南風原花織の後継者育成事業を通じ

て、担い手の育成を行います。

◎これまで通り実施します。

Ａ

Ｒ１
・南風原花織が伝統的工芸品に指定され、振興

対策事業として、後継者育成事業と販路開拓
Ａ



56

⑥伝統工芸の発信と他産地との交流による発展

事業を実施しています。琉球絣の後継者育成

事業では女性 5名、南風原花織の後継者育成

事業では女性 4名の担い手の育成を行いまし

た。

Ｒ２

・後継者育成事業において、「琉球絣」では女性

6 名、「南風原花織」では女性 5名の担い手の

育成を行った。

・今後の町内伝統工芸を保持する為の底辺拡大

を図ることができた。

●研修後に各工房で働くが、伝統工芸産業の需

要の低下等による収入の減少で離職率が高

い傾向にある。

◎各工房やかすり組合の売上げ向上のため、需

要拡大(販路開拓・ＰＲ活動)を図る。
Ａ

担当課 産業振興課

取り組み

の内容

南風原町の伝統的な織物を国内外、県内外に積極的にアピールする機会を作り、これまで構築してきた

他の地域とのネットワークを駆使し、交流をより深めながら更なる技術、生産の発展を目指します。

年度 現状と課題 対応策の案 評価

Ｈ30 ・国、県、町からの負担金や、町からの補助金

を活用し、県外での展示・販売会を行いまし

た。

◎琉球絣、南風原花織の販路開拓事業、宣伝活

動事業、展示即売事業をとおして、琉球絣、

南風原花織の振興を行います。

◎これまで通り実施します。

Ａ

Ｒ１ Ａ

Ｒ２

・県内各伝統工芸産業事業者と合同で行うイベ

ント、町内団体と連携して行うイベント及び

絣組合独自で行うイベント等、展示・即売・

体験会等を県内外で行った。

・県内外へアピールし、認知度の向上を図るこ

とができた。

●新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

り、開催できないイベントが多々あった。

◎新型コロナウイルス感染症拡大防止のため

の新たな生活様式に対応した周知方法を検

討する。

Ａ


